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はじめに 

 

【新地方公会計制度】 

 現在の官公庁の財務会計は、現金の受け渡しの時点で取引を認識する現金主

義に基づく単式簿記、かつ、会計年度独立の原則に基づく単年度会計によって

歳入歳出の収支や決算書類等を作成しています。これは、その年度の歳入と歳

出を詳しく見るのには適していますが、これまでに蓄えてきた資産や現在抱え

ている負債、また、市の会計に対する一部事務組合や第三セクターの影響など、

会計の全体像を把握するのには向いていません。 

そのため、総務省の「新地方公会計制度研究会報告書(以下、「報告書」)」に

おいて、民間企業と同じように「複式簿記」と「発生主義」の考え方を取り入れ

た新しい公会計のモデルが示されました。 

また、平成 22 年 9 月 27 日には「今後の新地方公会計の推進に関する研究

会」が設置されるなど、地方公会計制度の今後の在り方についての議論は確実

に高まってきているといえます。 

 

【財務書類作成の目的】 

新地方公会計制度による財務書類を作成することで、現行の財務会計では把

握することが困難な、資産の現在価値や量、借入金の現在高、退職手当引当金な

どの将来的に必要な支出額、建物等の減価償却費、未収金・未払金の額といった

発生主義に基づくストック情報や非資金情報などを算定して、現行制度の補完

的な役割を果たすことができます。 

市の財政状況が厳しさを増す中にあっても健全な行政経営を行っていくため

には、市の資産と債務の実態を把握して、より正確な財務情報を市民の皆さん

にお知らせするとともに、資産と債務の適正な管理と、より一層の整理を進め

ていかなくてはなりません。 

 

【南あわじ市の作成方針】 

「報告書」では、財務書類の作成方式として、「基準モデル」と「総務省方式

改訂モデル(以下、「改訂モデル」)」の 2 つが示されました。南あわじ市では、

資産の鑑定評価や複式簿記会計の導入に多額の経費を要することや、昨年まで

作成していた旧「総務省方式」の情報が活用できることなどを踏まえ、「改訂モ

デル」により財務書類を作成することとしました。なお、「改訂モデル」でも順

次資産の鑑定評価が求められており、今後、段階的に行っていくこととしてい

ます。 
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【作成する財務書類】 

総務省から示された財務書類には、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資

産変動計算書」「資金収支計算書」の 4 つがあります。これらは、会社等が法律

に基づいて作成する「貸借対照表」「損益計算書」「株主資本等変動計算書」の 3

表及び「キャッシュフロー計算書」に相当します。 

 

【財務書類４表の関係】 

これら４表は、密接に関係しています。行政コスト計算書で計算される純経

常行政コストは、純資産変動計算書において、純資産の減少要因の一つとして

反映されます。純資産変動計算書による 1 年間の純資産の変動結果である期末

純資産残高は、貸借対照表の純資産の部の合計額と一致します。そして、貸借対

照表の資産の部にある資金(歳計現金)の額は、資金収支計算書で計算される期末

資金残高と一致するようになります。 

 

 ＜貸借対照表のイメージ＞          ＜行政コスト計算書のイメージ＞ 

借方 貸方  

 

 

 

①経常行政コスト 

②経常収益 

 

①-②純経常行政コスト  

資産の部 

 

うち資金 

(歳計現金) 

 

負債の部 

 

純資産の部 

 

            

左右の額が一致 

 

  ＜資金収支計算書のイメージ＞       ＜純資産変動計算書のイメージ＞  

1.経常的収支 

2.公共資産整備収支 

3.投資・財務的収支 

当期収支 

期首資金残高 

期末資金残高  

 

 

 

 

 

 

期首純資産残高 

（変動項目） 

純経常行政コスト 

財源調達 

   ： 

期末純資産残高  

 

 

 

 

額

が

一

致 

額

が

一

致 

額

が

一

致 
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普通会計財務書類４表 
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平成27年度南あわじ市の簡潔に要約された財務書類[普通会計]

（総務省方式改訂モデル）

##

年度末時点における資産・財産とその調達財源の状況を示したものです。
単位：千円

１．公共資産 115,377,312 37,261,603

（１）事業用資産 72,089,052 33,290,591

（２）インフラ資産 42,295,830 3,866,166

（３）売却可能資産 992,430 104,846

２．投資等 14,984,491 3,980,044

（１）投資及び出資金 6,619,077 3,367,305

（２）貸付金 20,530 377,982

（３）基金等 7,803,109 234,757

（４）その他 541,775

３．流動資産 4,659,143

（１）資金 1,153,277

（２）未収金 120,260

（３）その他 3,385,606

135,020,946 135,020,946

注１．上記のほか、債務負担行為をしている額が、2,648,418千円あります。

　 ２．地方債残高のうち地方交付税への算入見込額が、28,310,571千円あります。

　 ３．事業用資産及びインフラ資産のうち、土地は23,044,963千円、減価償却累計額は

　　 112,761,447千円です。

資金収支の状況を、経常活動、公共資産整備、その他の活動に区分して示したものです。

単位：千円

（基礎的財政収支）

１．固定負債

■貸借対照表

資産の部 負債の部

41,241,647

純資産合計 93,779,299

（１）地方債

（２）退職手当引当金

（３）その他

２．流動負債

（１）翌年度償還予定地方債

（２）翌年度支払予定退職手当

（３）その他

負債合計

資産合計 負債及び純資産合計

 ■資金収支計算書

１．経常的収支 6,040,227

金額

２．公共資産整備収支 ▲ 670,912

３．投資・財務的収支 ▲ 5,090,300

地方債発行額 3,765,000

当期収支 279,015

期首資金残高 874,262

期末資金残高 1,153,277

収入総額 28,860,825

支出総額

基礎的財政収支 1,108,657

28,581,810

地方債元利償還額 4,574,070

基金等増減 20,572
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平成27年度南あわじ市の簡潔に要約された財務書類[普通会計]
（総務省方式改訂モデル）

単位：千円

経常費用 24,109,533

１．人にかかるコスト 3,486,214

（１）人件費 3,155,880

（２）退職手当引当金繰入 95,577

（３）賞与引当金繰入額 234,757

２．物にかかるコスト 9,261,254

（１）物件費 4,344,688

（２）維持補修費 220,937

（３）減価償却費 4,695,629

３．移転支出的なコスト 10,827,646

（１）社会保障給付 3,213,591

（２）補助金等 3,727,590

（３）他会計等への支出額 3,243,419

（４）他団体への公共資産 643,046

　　 整備補助金等

４．その他のコスト 534,419

（１）公債費（利息） 482,478

（２）その他 51,941

経常収益 1,590,127

使用料・手数料・分担金等 1,590,127

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

資産と負債の差額である純資産の一年間の変動内容を示したものです。

単位：千円

期首純資産残高 92,821,877

純経常行政コスト ▲ 22,519,406

財源調達 23,288,836

地方税 5,688,542

地方交付税 10,380,298

経常補助金 4,226,455

建設補助金 670,679

その他 2,322,862

資産評価替・無償受入 619

その他 187,373

期末純資産残高 93,779,299

■行政コスト計算書
一年間の行政サービスに費やされたコストを示したものです。

22,519,406

■純資産変動計算書
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普通会計財務書類について 

 

【普通会計財務書類】 

普通会計財務書類とは、「地方財政状況調査表」(「以下、決算統計」)でいう

普通会計にかかる財務書類４表のことをいいます。南あわじ市では、普通会計

を一般企業でいう親会社にあたるものとしてとらえています。 

 

【普通会計の範囲】 

普通会計とは、各地方公共団体が独自に区分している一般会計と特別会計を、

各団体間での財政比較ができるように、統一的な基準でまとめた決算統計上の

会計のことをいいます。 

具体的に南あわじ市では、以下の 3 つの会計を合わせたものとなります。 

① 一般会計 

② 産業廃棄物最終処分事業特別会計 

③ ケーブルテレビ事業特別会計 

 

【作成基準日・作成対象期間】 

 貸借対照表の作成基準日は、平成 28 年 3 月 31 日です。 

行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は、平成 27 年 4

月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日までを作成対象期間としています。 

ただし、平成 28 年 4 月 1 日から 5 月 31 日までの出納整理期間中の収支に

ついては、基準日までに完了したものとして処理しています。 

 

【基礎数値】 

 作成にあたっては、昭和 44 年度以降の決算統計のデータを基礎数値としま

した。従って、昭和 43 年度以前に取得した資産は含まれていません。 
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（平成 28 年  3 月 31 日現在）
（西暦 2016 年  3 月 31 日現在）

［資産の部］ ［負債の部］

１．公共資産 １．固定負債
 (１) 有形固定資産  (１) 地方債

① 生活インフラ・国土保全  (２) 長期未払金

② 教育 ① 物件の購入等

③ 福祉 ② 債務保証又は損失補償

④ 環境衛生 ③ その他

⑤ 産業振興   長期未払金計

⑥ 消防  (３) 退職手当引当金

⑦ 総務  (４) 損失補償等引当金

  有形固定資産合計  (５) 預かり敷金・担保金

 (２) 売却可能資産 固定負債合計
公共資産合計

２．流動負債
２．投資等  (１) 翌年度償還予定地方債

 (１) 投資及び出資金  (２) 短期借入金(翌年度繰上充用金)

① 投資及び出資金  (３) 未払金

② 投資損失引当金  (４) 翌年度支払予定退職手当

  投資及び出資金計  (５) 賞与引当金

 (２) 貸付金 流動負債合計
 (３) 基金等

① 退職手当目的基金

② その他特定目的基金

③ 土地開発基金

④ その他定額運用基金

⑤ 退職手当組合積立金

  基金等計

 (４) 長期延滞債権 ［純資産の部］
 (５) 回収不能見込額

投資等合計 １．公共資産等整備国県補助金等

３．流動資産 ２．公共資産等整備一般財源等

 (１) 現金預金

① 財政調整基金 ３．その他一般財源等

② 減債基金

③ 歳計現金 ４．資産評価差額

④ 歳計外現金

  現金預金計

 (２) 未収金

① 地方税

② その他

③ 回収不能見込額

  未収金計

流動資産合計

※１．他団体及び民間への支出金 ①生活インフラ・国土保全 千円
　　　により形成された資産 ②教育 千円

③福祉 千円
④環境衛生 千円
⑤産業振興 千円
⑥消防 千円
⑦総務 千円
　　計 千円

　　　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円
②地方債 千円
③一般財源等 千円
　　計 千円

※２．債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円
②債務保証又は損失補償 千円
　(うち共同発行地方債に係るもの 千円)
③その他 千円

※３．地方債残高(翌年度償還予定額を含む)のうち 千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４．普通会計の将来負担に関する情報
(貸借対照表に計上されたものを含む)

普通会計の将来負担額 千円
[内訳]　普通会計地方債残高 千円 千円
　　　　債務負担行為支出予定額 千円 千円 千円
　　　　公営事業地方債負担見込額 千円 千円
　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 千円 千円
　　　　退職手当負担見込額 千円 千円
　　　　第三セクター等債務負担見込額 千円 千円 千円
　　　　連結実質赤字額 千円
　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 千円
基金等将来負担軽減資産 千円
[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 千円
　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 千円
　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 千円
(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 千円

※５．有形固定資産のうち、土地は 千円です。　　また、有形固定資産の減価償却累計額は 千円です。

※６．売却可能資産の範囲は、普通財産(但し、山林等を除く。)とし、売却可能価額の算定方法は、固定資産税評価額(基準日平成27年1月1日)を基礎として算定した。

※７．貸付金等の貸倒損失並びに税及び使用料等の不納欠損に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に、又、一般債権については、不納欠損実績率に
　　　より回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上した。

※８．退職手当引当金の計上方法は、一人ごとの積み上げ方式により算定した。

587,675

377,982

0
500,000

7,803,109

3,367,305

項目 金額

474,699
372,133

5,988,075

880,564
976,410

23,773,224

83,004,648

△ 127,955

93,779,299

△ 12,870,618

112,761,447

41,262,052

50,839,822
8,267,593
1,310,177

0
0

36,657,896
0

4,244,148
0

23,044,963

28,310,571

234,757

1,459,161

36,657,896

16,182,574

67,022,396

4,490,495
8,905,710

1,165,257

△ 45,900

20,530

24,000

47,520
166,309

8,905,710

2,795,241
1,619,974

15,348
104,923

△ 11

535,524
1,153,277

4,538,883

　　　　南あわじ市(普通会計)の貸借対照表

1,464,340

42,295,830

借　　　　                  方 貸　　　　                 方

26,692,290 0
0
0

33,290,591

0
3,866,166

(単位：千円）

 資  産  合  計  負 債 ・ 純 資 産 合 計

2,530,384
3,540,408
24,535,933

△ 8,600

2,745,236

0
7,303,109

0

13,325,697

992,430
115,377,312

14,984,491

120,260

純  資  産  合  計

負  債  合  計

135,020,946

4,659,143

114,384,882

6,627,677

104,846

6,619,077

0

37,261,603

0

0
20,173,083
5,947,269
4,244,148

0

[内訳]
注記

【契約債務・
偶発債務】

【（翌年度償還予
定）地方債・（長期）
未払金・引当金

負債計上

0
20,173,083
5,947,269

135,020,946

0

0
0

104,846

41,241,647

3,980,044
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平成 27 年度の貸借対照表(普通会計)の概要について 

 

貸借対照表は、市が年度末に、行政サービスを提供するための資産や財産をど

れだけ保有しているか、その資産をどのような負担で蓄積してきたか、また、これ

からどれくらいの金額を返済していかなければならないかを示すものです。 

貸借対照表は、大きく「資産の部」「負債の部」「純資産の部」の 3 つに分かれ

ます。 

表では、資産の部の総額(左側＝借方)と、負債の部と純資産の部の合計額(右側

＝貸方)は、一致してバランスします。他の見方をすると、これまで蓄えてきた資

産の額とこれから返済が必要な負債の額との差額が、これまでに負担してきた純

資産の額となります。 

 

＜貸借対照表(要約)＞                    単位：千円  

資産の部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負債の部 

1.公共資産 115,377,312 1.固定負債 37,261,603 

 事業用資産 

 インフラ資産 

 売却可能資産 

72,089,052 

42,295,830 

992,430 

 地方債 

 退 職 手 当 引 当 金  

 長期未払金等 

33,290,591 

3,866,166 

104,846 

2.投資等 14,984,491 2.流動負債 3,980,044 

 投資及び出資金 

 基金等 

 長期延滞債権等 

6,619,077 

7,803,109 

541,775 

 翌 年 度 償 還 予 定 地 方 債  

 翌 年 度 支 払 予 定 退 職 手 当  

賞与引当金 

 未払金等 

3,367,305 

377,982 

234,757 

0 3.流動資産 4,659,143 

 資金（歳計現金） 

 未収金 

 財政調整基金等 

1,153,277 

120,260 

3,385,606 

負債合計 41,241,647 

純資産の部  

純資産合計 93,779,299 

資産合計 135,020,946 負 債 及 び 純 資 産 合 計  135,020,946 

 

【資産の部】 

資産とは、現在市が所有している財産の内訳で、公有財産、物品、債権、基金の

ほか、現金預金や未収金なども含まれます。 

平成 27 年度の資産総額は、1,350 億 2,094 万 6 千円、市民一人当たりでは、

275 万 3 千円になります。 
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資産の部は、大別すると下記のように 2 つに区分することができます。 

 

  ①将来にわたって行政サービスを提供することができるもの 

＜有形固定資産＞例えば…道路、学校、公民館、ケーブルテレビなど 

1,143 億 8,488 万 2 千円（資産全体の 84.7％） 

（市民一人当たり 233 万 2 千円） 

②将来、資金となって債務の返済に充てることの出来る財源など 

   ＜売却可能資産＞例えば…普通財産、施設などに利用していない土地 

9 億 9,243 万円（資産全体の 0.8％） 

（市民一人当たり 2 万円） 

   ＜投資等＞例えば…出資金、貸付金、基金、長期延滞債権など 

149 億 8,449 万 1 千円（資産全体の 11.1％） 

（市民一人当たり 30 万 6 千円） 

＜流動資産＞例えば…現金・預金、財政調整金、未収金など 

46 億 5,914 万 3 千円（資産全体の 3.4％） 

（市民一人当たり 9 万 5 千円） 

 

資産項目のうち主なものについて説明します。 

◆ 有形固定資産が 1,143 億 8,488 万 2 千円あ

りますが、このうち土地は 230 億 4,496 万 3

千円です。また、別途、有形固定資産の減価償却

累計額が 1,127 億 6,144 万 7 千円あります。 

◆ 売却可能資産が 9 億 9,243 万円あります。

これは、市が保有する普通財産のうち山林を除

いたものです。現在は行政サービスを提供する

ために使用していない財産なので、今後、順次整

理を進めていく必要があります。 

◆ また、県や民間へ支出した補助金・負担金等

により形成された資産は、市の資産ではないの

で表には記載されていませんが、市民の皆さん

は、その便益を享受することができるため、その

額を欄外に注記しています。これらの累計額は、89 億 571 万円になります。

このうち国県補助金等を除いた市が実質的に負担した額は、地方債も含め 61 億

1,046 万 9 千円になります。 

 

1.公共資産   

(1) 有形固定資産   

①生 活 イ ン フ ラ 国 土 保 全  42,295,830 

②教育  26,692,290 

③福祉  2,530,384 

④環境衛生  3,540,408 

⑤産業振興  24,535,933 

⑥消防  1,464,340 

⑦総務  13,325,697 

有形固定資産合計  114,384,882 

(2) 売却可能資産  992,430 

公共資産合計  115,377,312 
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◆ 出資金のうち、出資団体の経営状態が良くな

いため、投資損失引当金に計上した額が 860 万

円 、 出 資 金 の 帳 簿 価 額 を 強 制 評 価 減 し た 額 が

7,395 万 5 千円あります。 

◆ 基金等の額は、78 億 310 万 9 千円ですが、

財 政 調 整 基 金 と 減 債 基 金 も 含 め る と 110 億

8,386 万 9 千円あります。 

◆ 土地開発基金のうち、現金は 1 億 7,152 万

8 千円で、土地を 3 億 2,847 万 2 千円分保有

しています。 

◆ 貸付金や市税、保育料、市営住宅使用料など

のうち、1 年以上滞納されている長期延滞債権

が 5 億 8,767 万 5 千円あります。このうち、

過去の不納欠損の実績を勘案して 4,590 万円

を回収不能見込額としました。これは、長期延

滞債権の 7.8％にあたります。 

 

◆ 歳計現金は、歳入歳出差引額（形式収支）の

ことをいいます。この額は、資金収支計算書の

期末資金残高の額と一致します。今年度末の歳

計現金の額は、11 億 5,327 万 7 千円で、前年

度から 2 億 7,901 万 5 千円増加しました。 

◆ 歳計外現金として、市営住宅の敷金 3,933 万

4 千円、入札・契約保証金 6,251 万 2 千円、指

定金融機関担保金 300 万円を長期間保管して

います。 

◆ 市税や使用料などのうち今年度新たに未収金

となった額は、1 億 2,026 万円です。長期延滞

債権と未収金を合わせると 6 億 6,203 万 5 千

円になります。 

 

 

 

 

 

2.投資等   

(1) 投資及び出資金   

①投資及び出資金  6,627,677 

②投資損失引当金  △ 8,600 

投資及び出資金計  6,619,077 

(2) 貸付金 20,530 

(3) 基金等   

①退職手当目的基金  0 

②その他特定目的基金  7,303,109 

③土地開発基金  500,000 

④その他定額運用基金  0 

⑤退職手当組合積立金  0 

基金等計  7,803,109 

(4) 長期延滞債権  587,675 

(5) 回収不能見込額  △ 45,900 

投資等合計  14,984,491 

3.流動資産   

(1) 現金預金   

①財政調整基金  2,745,236 

②減債基金  535,524 

③歳計現金  1,153,277 

④歳計外現金  104,846 

現金預金計  4,538,883 

(2) 未収金   

①地方税  104,923 

②その他  15,348 

③回収不能見込額  △ 11 

未収金計  120,260 

流動資産合計  4,659,143 
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【負債の部】 

負債とは、現在市が負っている債務の内訳です。地方債(借入金)の償還や将来支

払うことになる職員の退職金など、私たちまたは将来の世代の負担で返済してい

くものです。 

平成 27 年度の負債総額は、412 億 4,164 万 7 千円で、市民一人当たりでは、

84 万 1 千円になります。 

負債の部も、大別すると下記の 2 つに区分することができます。 

 

  ①返済しなければならない期日が、1 年以上先のもの。 

＜固定負債＞例えば…地方債、長期未払金、退職手当等引当金など 

372 億 6,160 万 3 千円（負債全体の 90.3％） 

（市民一人当たり 75 万 9 千円） 

 ②返済しなければならない期日が、1 年以内のもの。 

  ＜流動負債＞例えば…翌年度償還予定地方債、未払金、賞与引当金など 

39 億 8,004 万 4 千円（負債全体の 9.7％） 

（市民一人当たり 8 万 1 千円） 

 

負債項目のうち主なものについて説明します。 

◆ これまでに整備してきた資産のうち将来世代

にまで負担が残っている割合は、30.5％です。 

◆ 地方債残高は、翌年度償還予定額と合わせて

366 億 5,789 万 6 千円あります。 

◆ 地方債残高(翌年度償還予定額を含む)のう ち

283 億 1,057 万 1 千円については、償還時に

地方交付税の算定基礎に含まれることが見込ま

れています。これは、地方債残高の 77.2％にあ

たります。 

1.固定負債   

(1) 地方債  33,290,591 

(2) 長期未払金   

①物件の購入等  0 

②債 務 保 証 又 は 損 失 補 償  0 

③その他  0 

長期未払金計  0 

(3) 退職手当引当金  3,866,166 

(4) 損失補償等引当金  0 

(5) 預 か り 敷 金 ・担 保 金  104,846 

固定負債合計  37,261,603 

2.流動負債   

(1) 翌 年 度 償 還 予 定 地 方 債  3,367,305 

(2) 短期借入金  0 

(3) 未払金  0 
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◆ 債務負担行為のうち、ＰＦＩのように現に資

産の引き渡しを受けており、かつ、実質的に支払

義務があるもの、また、地方自治体が契約し 

た債務保証や損失補償のうち、既に債務が発生

していると認められる場合は、負債の部に計上されます。このうち翌年度に支

払われる額はありません。 

◆ また、本表に表示される債務負担行為以外のものについても翌年度以降の市

の財政運営を拘束するものであるため、その額を欄外に注記しています。今年

度末に債務保証又は損失補償をしているものが 2,400 万円、その他の債務負担

行為によるものが 14 億 5,916 万 1 千円あります。 

◆ 退職手当引当金は、翌年度支払予定額を合わせて 42 億 4,414 万 8 千円と

算定しました。普通会計で支弁している市職員 407 人に係るものです。 

◆ 賞与引当金は、2 億 3,475 万 7 千円と算定しました。翌年度の 6 月に職員

に対して支払う期末手当及び勤勉手当並びに議員に対して支払う期末手当につ

いては、その支給対象として当年度の 12 月から 3 月の期間が含まれているこ

とから、この期間の負担相当額です。 

◆ 預かり敷金・担保金は、市営住宅の敷金 3,933 万 4 千円、入札・契約保証金

6,251 万 2 千円、指定金融機関担保金 300 万円のことで、歳計外現金と同額

を計上しています。 

 

【純資産の部】 

純資産とは、市が資産を所有するために現在までの世代が負担してきた金額と

その内訳です。この額は、「純資産変動計算書」の期末純資産残高の額と一致しま

す。 

平成 27 年度の純資産総額は、937 億 7,929 万 9 千円で、市民一人当たりで

は、191 万 2 千円になります。 

純資産の部は、下記の 4 つに分けて記載されます。 

 

 ①公共資産等整備国県補助金等…これまでに公共資産及び投資等の資産形成

に充てられてきた国・県からの補助金の累

計額 

237 億 7,322 万 4 千円（市民一人当たり 48 万 5 千円） 

②公共資産等整備一般財源等…これまでに公共資産及び投資等の資産形成に

充てられてきた一般財源等の累計額 

830 億 464 万 8 千円（市民一人当たり 169 万 2 千円） 

(4) 翌 年 度 支 払 予 定 退 職 手 当  377,982 

(5) 賞与引当金  234,757 

流動負債合計  3,980,044 
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③資産評価差額…資産を評価替した際の、時価と帳簿価額との差額 

△1 億 2,795 万 5 千円（市民一人当たり △3 千円） 

④その他一般財源等…純資産の額のうち、上の①～③にあてはまらない財源 

△128 億 7,061 万 8 千円（市民一人当たり△26 万 2 千円） 

 

 

純資産項目のうち主なものについて説明します。 

◆  こ れ ま で に 資 産 を 整 備 す る た め に 現 在 ま で の 世 代 が 負 担 し て き た 割 合 は 、

69.5％です。 

◆ 資産評価差額には、売却可能資産の評

価差額△1 億 2,795 万 5 千円を計上し

ています。 

◆ その他一般財源が△128 億 7,061 万

8 千円となっていますが、これは、退職

手当や翌年度の賞与を支払うための資金

など将来の支出に備えての蓄えができていないことを意味します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.公 共 資 産 等 整 備 国 県 補 助 金 等  23,773,224 

2.公 共 資 産 等 整 備 一 般 財 源 等  83,004,648 

3.その他一般財源等  △ 12,870,618 

4.資産評価差額  △ 127,955 

純  資  産  合  計  93,779,299 
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 【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　額 （構成比率）
生活インフラ
・国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能

見込計上額
その他

行政コスト

3,155,880 13.1% 171,796 518,487 572,332 188,845 332,051 142,875 1,048,486 181,008 0

95,577 0.4% 6,145 15,942 20,255 6,764 11,472 2,187 31,367 1,445 0

234,757 1.0% 12,643 37,062 49,982 16,839 24,313 3,017 78,492 12,409 0

3,486,214 14.5% 190,584 571,491 642,569 212,448 367,836 148,079 1,158,345 194,862 0

4,344,688 18.0% 144,227 851,795 397,941 619,480 1,160,877 76,928 1,080,029 13,408 3

220,937 0.9% 68,290 42,710 3,728 5,241 11,069 175 89,724 0

4,695,629 19.5% 1,224,148 827,430 194,503 255,051 1,699,620 58,878 435,999 0

9,261,254 38.4% 1,436,665 1,721,935 596,172 879,772 2,871,566 135,981 1,605,752 13,408 3

3,213,591 13.3% 35,145 3,177,364 1,082

3,727,590 15.5% 4,476 313,044 1,092,121 839,494 595,832 589,559 289,530 3,534 0

3,243,419 13.5% 1,870,500 0 1,278,599 28,300 66,020 0 0 0 0

643,046 2.6% 21,703 0 253,010 9,711 347,303 5,031 6,288 0 0

10,827,646 44.9% 1,896,679 348,189 5,801,094 878,587 1,009,155 594,590 295,818 3,534 0

482,478 1.9% 482,478

51,941 0.2% 51,941

0 0.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

534,419 2.2% 0 0 0 0 0 0 0 0 482,478 51,941 0

ａ 24,109,533 3,523,928 2,641,615 7,039,835 1,970,807 4,248,557 878,650 3,059,915 211,804 482,478 51,941 3

（　構　成　比　率　） 14.6% 11.0% 29.2% 8.2% 17.6% 3.6% 12.7% 0.9% 2.0% 0.2% 0.0%

 【経常収益】
一般財源
振替額

１ ｂ 857,151 22,071 22,205 82,295 163,533 19,299 0 361,699 0 24,134 0 161,915

２ ｃ 732,976 19,362 132,729 290,778 40,665 30,023 6,969 144,661 0 0 0 67,789

ｄ

6.6% 1.2% 5.9% 5.3% 10.4% 1.2% 0.8% 16.5% 0.0% 5.0% 0.0%

ａ－ｄ 22,519,406 3,482,495 2,486,681 6,666,762 1,766,609 4,199,235 871,681 2,553,555 211,804 458,344 51,941 3 △ 229,704

41,433
（ ｂ + ｃ ）

至　平成２８年　３月３１日

南あわじ市(普通会計)の行政コスト計算書
自　平成２７年　４月　１日

分担金･負担金･寄附金

使 用 料 ・ 手 数 料

小　　　計

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト

３

そ
の
他
の
コ
ス
ト

４

経 常 行 政 コ ス ト

(２)補助金等

(２)回収不能見込計上額

(３)その他行政コスト

(１)社会保障給付

(差引)純経常行政コスト

(３)減価償却費

(３)他会計等への支出額

0 229,704506,360 0 24,134

ｄ／ａ

6,969154,934 373,073 204,198 49,3221,590,127
経 常 収 益 合 計

(４)他団体への
　　公共資産整備補助金等

小　　　計

(１)支払利息

人
に
か
か
る
コ
ス
ト

１

物
に
か
か
る
コ
ス
ト

２

小　　　計

(１)物件費

(２)維持補修費

(１)人件費

(２)退職手当引当金繰入等

(３)賞与引当金繰入額

小　　　計

-
1
4
-



 

 

平成 27 年度の行政コスト計算書(普通会計)の概要について 

 

行政コスト計算書は、この一年間に、職員に要する経費や公共施設の維持管理

費、社会保障給付費など、資産の形成につながらない行政サービスを提供するた

めにどれだけのコストが費やされたかを示すものです。 

行政コスト計算書には、コスト項目として経常行政コストが、収入項目として

経常収益があり、経常行政コストから経常収益を差し引くことで、本当の意味で

の行政コスト(純経常行政コスト)が算定されます。 

会社等の損益計算書では、売上から費用を引くなどして利益を求めますが、こ

の利益と純経常行政コストとは考え方が異なります。純経常行政コストは、儲け

を表すのではなく、逆に、かかったコストに対して地方税や地方交付税といった

一般財源でどれだけ穴埋めしなければならないかを表します。 

表では、横に、「生活インフラ・国土保全」「教育」「福祉」「環境衛生」「産業振

興」「消防」「総務」「議会」といった行政目的別区分を、また、縦に、コスト項目

として「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支出的なコスト」「その他

のコスト」、収入項目として「使用料・手数料」「分担金・負担金・寄附金」といっ

た性質別区分を記載したマトリックスの形で表示します。 

 

＜行政コスト計算書(要約)＞           単位：千円  

経常行政コスト①  24,109,533 

コ

ス

ト

内

訳 

1.人にかかるコスト 3,486,214 

2.物にかかるコスト 9,261,254 

3.移転支出的なコスト 10,827,646 

4.その他のコスト 534,419 

経常収益② 1,590,127 

純経常行政コスト①－② 22,519,406 
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【経常行政コスト】 

経常行政コストは、当該年度の行政サービスを提供するのにかかった費用のこ

とです。 

資産形成のための支出を除いた現金支出に、減価償却費、不納欠損額、退職給与

引当金、賞与引当金、未払金といった非現金支出も加えて計上します。 

平成 27 年度の経常行政コストは、241 億 953 万 3 千円で、市民一人当たり

では、49 万 2 千円になります。 

コストの性質別の区分は、大別すると下記の 4 つに区分されます。 

 

①人にかかるコスト…人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入額 

34 億 8,621 万 4 千円（コスト全体の 14.5％） 

（市民一人当たり 7 万 1 千円） 

②物にかかるコスト…物件費、維持補修費、減価償却費 

92 億 6,125 万 4 千円（コスト全体の 38.4％） 

（市民一人当たり 18 万 9 千円） 

③移転支出的なコスト…社会保障給付、補助金等、他会計等への繰出金等 

108 億 2,764 万 6 千円（コスト全体の 44.9％） 

（市民一人当たり 22 万 1 千円） 

④その他のコスト…支払利息、回収不能見込計上額、その他の行政コスト 

5 億 3,441 万 9 千円（コスト全体の 2.2％） 

（市民一人当たり 1 万 1 千円） 

 

経常行政コストの項目のうち主なものについて説明します。 

◆ コストのうちで割合が一番高いのが、他の

団体や民間・個人に対して補助金等を支出す

ることで行政サービスの役目を果たす「移転

支出的なコスト」で、経常行政コストの総額

に対して 44.9％になります。このうち、市

の他の会計に支出したものが 32 億 4,341

万 9 千円、連結対象団体やその他の団体に支出したものが 37 億 2,759 万円

あります。また、生活保護や医療給付、援護費などの社会保障給付費が 32 億

1,359 万 1 千円、他団体への公共資産整備補助金等が 6 億 4,304 万 6 千円と

なっています。 

 

(1)社会保障給付 3,213,591 

(2)補助金等 3,727,590 

(3)他会計等への支出額 3,243,419 

(4)他 団 体 へ の 公 共 資 産 整 備 補 助 金 等  643,046 

小   計  10,827,646 
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◆ 次に多いのが、事務事業を行うための経費や

公共施設の管理運営に必要な経費である「物に

かかるコスト」で、経常行政コストの総額に対

して 38.4％になります。これまでに建設して

き た 公 共 施 設 の 減 価 償 却 費 も 実 際 の 支 出 は 発

生していませんが、経費として考慮され、46 億 9,562 万 9 千円が計上されて

います。 

◆ 「人にかかるコスト」は、当該年度に支払わ

れた職員の給与や議員報酬などをいいます。退

職 手 当 引 当 金 繰 入 等 や 賞 与 引 当 金 繰 入 額 の よ

うに、今年度実際には現金の支出はありません

が、コストとして算入するものも含まれていま

す。経常行政コストの総額に対して 14.5％になります。このうち、退職手当引

当金繰入等を 9,557 万 7 千円、賞与引当金繰入額を 2 億 3,475 万 7 千円と

算定しています。 

◆ 「その他のコスト」では、支払利息が主なも

ので、4 億 8,247 万 8 千円を計上しています。

その他、今年度新たに回収不能として見込んだ

額が 5,194 万 1 千円と算定しています。 

 

◆ 行政目的別にみると、「福祉」が、経常行政コ   

ストの総額に対して 29.2％を占めており、次

いで、「産業振興」が 17.6％、「生活インフラ･

国土保全」が 14.6％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)物件費 4,344,688 

(2)維持補修費 220,937 

(3)減価償却費 4,695,629 

小   計  9,261,254 

(1)人件費  3,155,880 

(2)退職手当引当金繰入等  95,577 

(3)賞与引当金繰入額  234,757 

小   計  3,486,214 

(1)支払利息  482,478 

(2)回収不能見込計上額  51,941 

(3)その他行政コスト  0 

小   計  534,419 

①生活インフラ国土保全  3,523,928 

②教育  2,641,615 

③福祉  7,039,835 

④環境衛生  1,970,807 

⑤産業振興  4,248,557 

⑥消防  878,650 

⑦総務  3,059,915 

⑧議会  211,804 

⑨支払利息  482,478 

⑩回収不能見込計上額  51,941 

⑪その他行政コスト  3 

小   計  24,109,533 
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【経常収益】 

経常収益は、行政サービスを受けられた皆さんが、そのサービスの対価として

直接負担した使用料・負担金などをいいます。そのため、普通会計では、市税や地

方交付税などの一般財源や国・県からの補助金、資産形成のための財源は含みま

せん。これらは、実際の収入額ではなく、発生主義の観点から未収金や長期延滞債

権の増減額も考慮して今年度新たに発生した額を計上します。 

平成 27 年度の経常収益は、15 億 9,012 万 7 千円で、市民一人当たりでは、

3 万 2 千円になります。 

収益の区分は、下記の 2 つに区分します。 

 

  ①使用料・手数料…公の施設や公共財産の使用料、行政サービスの手数料 

8 億 5,715 万 1 千円（収益全体の 53.9％） 

（市民一人当たり 1 万 7 千円） 

②分担金・負担金・寄附金…受益者分担金・負担金、指定寄附金、一般寄附金 

7 億 3,297 万 6 千円（収益全体の 46.1％） 

（市民一人当たり 1 万 5 千円） 

 

経常収益の項目のうち主なものについて説明します。 

◆ 経常 行政 コス トを 経常 収益 で賄 った 割合(受

益者負担割合)は、6.6％です。 

◆ 使用料・手数料は、条例に基づいて収入して

い る 公 の 施 設 や 公 共 財 産 の 使 用 料 や 行 政 サ ー

ビスの手数料をいいます。 

◆ 分担金及び負担金は、法令や条例に基づいて

事 業 の 受 益 者 か ら そ の 受 益 の 程 度 に 応 じ て 収

入しているものです。また、寄附金は、寄付者

からその使用目的を指定された指定寄附金と、

そ の 使 途 を 特 定 し な い 一 般 寄 附 金 と が あ り ま

す。 

◆ 行政目的別にみると、一番割合が多いのが、

「総務」で、ケーブルテレビ使用料や戸籍手数

料などで 5 億 636 万円(経常収益の総額に対し

て 31.8％)となっています。次いで、「福祉」が、

保 育 所 保 育 料 な ど で 3 億 7,307 万 3 千 円

(23.5％)、「環境衛生」が、ごみ処理手数料など

(1) 使 用 料 ・手 数 料  857,151 

(2)  分 担 金 ・負 担 金 ・寄 附 金  732,976 

小   計  1,590,127 

①生活インフラ国土保全  41,433 

②教育  154,934 

③福祉  373,073 

④環境衛生  204,198 

⑤産業振興  49,322 

⑥消防  6,969 

⑦総務  506,360 

⑧議会  0 

⑨支払利息  24,134 

⑩その他行政コスト  0 

⑪一般財源振替額  229,704 

小   計  1,590,127 
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で 2 億 419 万 8 千円(12.8％)などとなっています。 

 

【純経常行政コスト】 

経常行政コストから経常収益を差し引くことで、本当の意味での行政コスト(純

経常行政コスト＝市税や地方交付税、国県補助金で賄われる部分)が算定されます。

この額は、「純資産変動計算書」の純経常行政コストの額と一致します。 

平成 27 年度の純経常行政コストは、225 億 1,940 万 6 千円で、市民一人当

たりでは、45 万 9 千円になります。 
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等 資産評価差額

期首純資産残高 92,821,877 24,431,565 81,540,634 △ 13,021,748 △ 128,574

純経常行政コスト △ 22,519,406 △ 22,519,406

一般財源
地方税 5,688,542 5,688,542
地方交付税 10,380,298 10,380,298
その他行政コスト充当財源 2,322,862 2,322,862

補助金等受入 4,897,134 670,679 4,226,455

臨時損益 △ 521,561 △ 521,561
災害復旧事業費 △ 505,202 △ 505,202
公共資産除売却損益 27,407 27,407
投資損失 △ 10,592 △ 10,592
債務保証損失又は損失補償 0 0
勧奨退職に係る退職手当組合特別負担金 △ 33,174 △ 33,174
財団法人解散に伴う残余財産の清算差額 0 0

科目振替
公共資産整備への財源投入 387,981 △ 387,981
公共資産処分による財源増 0 0 0 0
貸付金・出資金等への財源投入 976,001 △ 976,001
貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 143 △ 175,951 176,094
減価償却による財源増 △ 1,328,877 △ 3,366,752 4,695,629
地方債償還に伴う財源振替 2,896,421 △ 2,896,421

資産評価替による変動額 619 619

無償受贈資産受入 0 0

その他 708,934 0 746,314 △ 37,380 0

期末純資産残高 93,779,299 23,773,224 83,004,648 △ 12,870,618 △ 127,955

南あわじ市(普通会計)の純資産変動計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日

-
2
0
-



 

 

平成 27 年度の純資産変動計算書(普通会計)の概要について 

 

純資産変動計算書は、資産と負債の差額である純資産の一年間の変動内容を表

したものです。 

純資産は、市が保有する資産のうち、これまでの世代の負担で既に債務の返済

が済んでいる資産を表します。そのため、当期変動高が黒字の場合は、市税、地方

交付税、国県補助金などの財源で行政コストを賄うほかに市の資産整備のために

も使うことができたことを示し、赤字の場合は、当年度に整備した資産に対する

負担を、将来世代にその分先送りされたことを示します。 

表では、貸借対照表の純資産の部の項目を横に、期中における各純資産項目の

増減内容を縦に記載したマトリックスの形で表示します。 

 

＜純資産変動計算書(要約)＞           単位：千円  

期首純資産残高①  92,821,877 

変

動

項

目 

1.純経常行政コスト △ 22,519,406 

2.財源調達 23,288,836 

3.資産評価替・無償受入 619 

4.その他 187,373 

当期変動高② 957,422 

期末純資産残高①－② 93,779,299 
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【純資産変動項目】 

純資産変動計算書は、一番上に期首の純資産残高があり、その下に 1 年間の変

動項目の増減を経て、最下段に期末の純資産残高が記載されます。 

平成 27 年度の期末純資産残高は、937 億 7,929 万 9 千円で、市民一人当た

りでは、191 万 2 千円になります。期首に比べて 9 億 5,742 万 2 千円増加しま

した。 

変動項目は、大別すると下記の 4 つに区分することができます。 

 

  ①純資産を増加させる項目 

＜一般財源＞例えば…市税、地方交付税、地方譲与税、諸収入など 

183 億 9,170 万 2 千円 

＜補助金等受入＞例えば…国庫補助金、県補助金 

48 億 9,713 万 4 千円 

＜臨時収益＞例えば…公共資産の売却益、出資団体の清算差益など 

2,740 万 7 千円 

＜資産評価替による変動額(増加)＞例えば…帳簿価額より評価額が増加 

6,388 万 2 千円 

＜無償受贈資産受入＞例えば…無償譲渡された資産の評価額 

0 円 

  ②純資産を減少させる項目 

＜純経常行政コスト＞ 行政コスト計算書の純経常行政コスト 

△225 億 1,940 万 6 千円 

＜臨時損失＞例えば…災害復旧事業、固定資産除却損など 

△5 億 4,896 万 8 千円 

＜資産評価替による変動額(減少)＞例えば…帳簿価額より評価額が下落 

6,326 万 3 千円 

③純資産項目間で増減する項目 

＜科目振替＞例えば…資産の整備又は処分、減価償却、地方債償還など 

 ・公共資産等整備国県補助金等の増減…△13 億 2,902 万円 

 ・公共資産等整備一般財源の増減…7 億 1,770 万円 

 ・その他一般財源の増減…6 億 1,132 万円 

 ・資産評価差額の増減…61 万 9 千円 

④上記①～③では区分できない項目 

＜その他＞例えば…過年調定分の税額変更、経費負担割合変更の影響など 

7 億 893 万 4 千円 
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純資産の変動項目のうち主なものについて説明します。 

◆ 純経常行政コストの金額に対する一般財源

及 び 補 助 金 等 受 入 (そ の 他 一 般 財 源 等 )の 金 額

をみることで、経常的なコストを経常的な収入でどれだけ賄えているかが分か

ります。行政コスト計算書で算出した 225 億 1,940 万 6 千円のコストに対し

て、収入が 226 億 1,815 万 7 千円で、9,875 万 1 千円の黒字となっていま

す。ただし、経常行政コストの減価償却費のうち 13 億 2,887 万 7 千円は、

国・県補助金を財源としている部分の償却であるため実質的には市の負担はあ

りません。 

◆ 一般財源のうち、地方税が 56 億 8,854 万

2 千円で、そのほか、地方交付税が 103 億

8,029 万 8 千円、その他の行政コスト充当財

源が 23 億 2,286 万 2 千円ありました。 

これらは、行政コスト計算書の経常収益と

同様に、実際の収入額ではなく、発生主義の観点から未収金や長期延滞債権の

増減額も考慮して今年度新たに発生した額を計上します。 

◆ 補助金等受入のうち、公共資産の整備に充

当した国県補助金等が 6 億 7,067 万 9 千円

あります。残りの 42 億 2,645 万 5 千円は、行政コストを賄うための財源とな

ったものです。 

◆ 災害復旧事業に係る支出 5 億 520 万

2 千円は、行政コストとしては取り扱わ

れません。また、新たな資産形成につな

がる投資ではありませんので、純資産の

部に計上することになっています。 

◆  今 年 度 退 職 手 当 組 合 に 支 払 っ た 勧 奨

退職に係る特別負担金が 3,317 万 4 千

円ありました。 

純経常行政コスト  △ 22,519,406 

一般財源  18,391,702 

地方税  5,688,542 

地方交付税  10,380,298 

そ の 他 行 政 コ ス ト 充 当 財 源  2,322,862 

補助金等受入  4,897,134 

臨時損益 △ 521,561 

災害復旧事業費 △ 505,202 

公共資産除売却損益 27,407 

投資損失 △10,592 

債務保証損失又は損失補償 0 

勧 奨 退 職 に 係 る 退 職 手 当 組 合 特 別 負 担 金  △ 33,174 

財 団 法 人 解 散 に 伴 う 残 余 財 産 の 清 算 差 額  0 

科目振替 その他一般財源等 

公 共 資 産 整 備 への財 源 投 入  △ 387,981 

公 共 資 産 処 分 による財 源 増  0 

貸 付 金 ・出 資 金 等 への財 源 投 入  △ 976,001 

貸 付 金 ・ 出 資 金 等 の 回 収 等 に よる 財 源 増  176,094 

 減 価 償 却 による財 源 増  4,695,629 
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◆ 科目振替をした主な内容としては、公

共 資 産 の 整 備 の た め に 使 っ た そ の 他 一

般財源が 3 億 8,798 万 1 千円、公共資産の減価償却によるその他一般財源の

増加が 46 億 9,562 万 9 千円、地方債償還のために使ったその他一般財源 28

億 9,642 万 1 千円などがありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地 方 債 償 還 に伴 う財 源 振 替  △2,896,421 
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自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日

１　経　常　的　収　支　の　部 ３　投　資　・　財　務　的　収　支　の　部
人件費 3,641,185 投資及び出資金 0
物件費 4,254,652 貸付金 0
社会保障給付 3,213,591 基金積立額 1,235,409
補助金等 3,700,983 定額運用基金への繰出支出 0
支払利息 482,478 他会計等への公債費充当財源繰出支出 884,048
他会計等への事務費等充当財源繰出支出 2,352,396 地方債償還額 4,091,607
その他支出 726,139 支 出 合 計 6,211,064
支 出 合 計 18,371,424 国県補助金等 263,000
地方税 5,694,498 貸付金回収額 1,619
地方交付税 10,380,298 地方債発行額 0
国県補助金等 3,961,671 基金取崩額 0
使用料・手数料 705,393 公共資産等売却収入 27,407
分担金・負担金・寄附金 220,423 その他収入 828,738
諸収入 783,761 収 入 合 計 1,120,764
地方債発行額 1,176,900 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 5,090,300
基金取崩額 71,117

その他収入 1,417,590 当年度歳計現金増減額 279,015
収 入 合 計 24,411,651 期首歳計現金残高 874,262
経 常 的 収 支 額 6,040,227 期末歳計現金残高 1,153,277

２　公　共　資　産　整　備　収　支　の　部 ※１　一時借入金に関する情報
公共資産整備支出 3,293,894
公共資産整備補助金等支出 671,846
他会計等への建設費充当財源繰出支出 33,582
支 出 合 計 3,999,322
国県補助金等 672,463 ※２　基礎的財政収支(プライマリーバランス)に関する情報
地方債発行額 2,588,100 収入総額 28,860,825 千円
基金取崩額 10,420 地方債発行額 △ 3,765,000 千円
その他収入 57,427 財政調整基金等取崩額 △ 0 千円
収 入 合 計 3,328,410 支出総額 △ 28,581,810 千円
公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 670,912 地方債元利償還額 4,574,070 千円

財政調整基金等積立額 20,572 千円
　基礎的財政収支 1,108,657 千円

南あわじ市(普通会計)の資金収支計算書

　　（預り敷金の返還に伴う支出額2,248千円）などがあります。

（単位：千円）

②本年度における一時借入金の借入限度額は3,000,000千円です。
③支払利息のうち、一時借入金利子は15千円です。

※３　上記の他、預り敷金の受け入れに伴う歳計外現金の収入額1,351千円

①資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

-
2
5
-



 

 

平成 27 年度の資金収支計算書(普通会計)の概要について 

 

資金収支計算書は、この一年間の資金の収支状況を、その性質別に経常的活動、

公共資産整備(公共投資)、その他の投資・財務的活動(借入金の返済や基金の積立

など)に区分して示したものです。 

資金収支計算書は、現金の流れを追っていくものなので、発生主義を取りいれ

た他の 3 表とは違い、収入又は支出した実際の額を計上する現金主義により作成

します。 

ここでいう資金は、歳計現金(歳入歳出差引額＝形式収支)のことをいい、「貸借

対照表」の資産の部の「歳計現金」の額と一致します。 

平成 27 年度の期末資金残高は、11 億 5,327 万 7 千円で、市民一人当たりで

は、2 万 4 千円になります。期首に比べて 2 億 7,901 万 5 千円増加しました。 

 

＜資金収支計算書(要約)＞            単位：千円  

期首資金残高① 874,262 

収

支

内

訳 

1.経常的収支の部 6,040,227 

2.公共資産整備収支の部 △ 670,912 

3.投資・財務的収支の部 △ 5,090,300 

当期収支② 279,015 

期末資金残高①＋② 1,153,277 

基礎的財政収支 プ ラ イ マ リ ー バ ラ ン ス  1,108,657 

 

【経常的収支の部】 

経常的な行政サービスのために短期的に費消される支出とそれに対応する財源

を計上する区分です。 

平成 27 年度の経常的収支は、60 億 4,022 万 7 千円で、市民一人当たりでは、

12 万 3 千円になります。 

   

＜経常的支出＞例えば…人件費、事務経費、施設管理費、社会保障給付費、 

支払利息など 

183 億 7,142 万 4 千円円（支出全体の 64.3％） 

（市民一人当たり 37 万 5 千円） 
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＜経常的収入＞例えば…市税、地方交付税、使用料、受益者負担金など 

244 億 1,165 万 1 千円（収入全体の 84.6％） 

（市民一人当たり 49 万 8 千円） 

 

経常的収支の部のうち主なものについて説明します。 

◆ 支出項目では、物件費が一番多く 42 億

5,465 万 2 千円、次いで補助金等が 37 億

98 万 3 千円、人件費が 36 億 4,118 万 5

千円、社会保障給付が 32 億 1,359 万 1 千

円、他会計等への事務費等充当財源繰出が

23 億 5,239 万 6 千円などとなっていま

す。 

◆ 地方債(借入金)の支払利息は、償還元金と

は分けてここに計上します。今年度の支出

は、4 億 8,247 万 8 千円でした。 

 

◆ 収入項目では、地方税 56 億 9,449 万 8

千円、地方交付税 103 億 8,029 万 8 千

円、国県補助金等 39 億 6,167 万 1 千円な

どとなっています。 

◆ 地方債発行額の内、10 億 4,550 万円は、

主に行政サービスの財源としての赤字地方

債(臨時財政対策債)となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費 3,641,185 

物件費 4,254,652 

社会保障給付 3,213,591 

補助金等 3,700,983 

支払利息 482,478 

他会計等への事務費等充当

財源繰出支出 2,352,396 

その他支出 726,139 

支出合計 18,371,424 

地方税 5,694,498 

地方交付税 10,380,298 

国県補助金等 3,961,671 

使用料・手数料 705,393 

分 担 金 ・負 担 金 ・寄 附 金  220,423 

諸収入 783,761 

地方債発行額 1,176,900 

基金取崩額 71,117 

その他収入 1,417,590 

収入合計 24,411,651 

経常的収支額 6,040,227 
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【公共資産整備収支の部】 

長期的に行政サービスを提供できる公共資産を形成するための支出とそれに対

応する財源を計上する区分です。 

平成 27 年度の公共資産整備収支額は、△6 億 7,091 万 2 千円で、市民一人当

たりでは、△1 万 3 千円になります。 

 

 

＜公共資産整備支出＞例えば…市の資産形成のための支出、他の会計・団体

及 び 民 間 の 資 産 形 成 の た め に 支 出 し た 補 助

金・負担金 

32 億 9,389 万 4 千円（支出全体の 11.5％） 

（市民一人当たり 6 万 7 千円） 

＜公共資産整備収入＞例えば…公共資産整備支出に充当した国・県補助金及

び地方債など 

33 億 2,841 万円（収入全体の 11.5％） 

（市民一人当たり 6 万 8 千円） 

 

公共資産整備収支の部のうち主なものについて説明します。 

◆ 支出項目では、市の公共資産を整備した

ものが 32 億 9,389 万 4 千円、他の団体又

は民間の資産形成のために支出した補助金

等が 6 億 7,184 万 6 千円、他会計等への

建 設 費 充 当 財 源 の た め に 繰 出 し た も の が

3,358 万 2 千円となっています。 

◆ 収入項目の主なものとしては、国県補助

金等が 6 億 7,246 万 3 千円、地方債発行

額が 25 億 8,810 万円などとなっていま

す。 

 

 

◆  公 共 資 産 整 備 の 部 の 収 支 額 は 、 6 億

7,091 万 2 千円の財源不足でしたが、この

不足は、経常的収支の一般財源、及び期首歳計現金で穴埋めされたことになりま

す。 

 

公共資産整備支出 3,293,894 

公共資産整備補助金等支出 671,846 

他会計等への建設費充当財

源繰出支出 33,582 

支出合計 3,999,322 

国県補助金等 672,463 

地方債発行額 2,588,100 

基金取崩額 10,420 

その他収入 57,427 

収入合計 3,328,410 

公共資産整備収支額 △ 670,912 
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【投資・財務的収支の部】 

投資等の長期的な資産の形成のための支出や地方債の元金償還等の財務的な支

出とそれらに対応する財源を計上する区分です。 

平成 27 年度の投資・財務的収支額は、△50 億 9,030 万円で、市民一人当た

りでは、△10 万 4 千円になります。 

 

＜投資･財務的支出＞例えば…投資及び出資金、貸付金、基金積立金、地方債

元金償還金、他会計に対する公債費の財源のた

めの繰出金など 

62 億 1,106 万 4 千円（支出全体の 21.7％） 

(市民一人当たり 12 万 7 千円） 

＜投資･財務的収入＞例えば…貸付金元金の回収、公共資産売却収入、投資・

財務的支出に充当した国・県補助金及び地方債

など 

11 億 2,076 万 4 千円（収入全体の 3.9％） 

（市民一人当たり 2 万 2 千円） 

 

投資・財務的収支の部のうち主なものについて説明します。 

◆ 支出項目の主なものとしては、地方債の

元金償還金が 40 億 9,160 万 7 千円、他会

計等への公債費充当財源のための繰出支出

が 8 億 8,404 万 8 千円、基金積立額が 12

億 3,540 万 9 千円などとなっています。 

 

 

 

 

◆ 収入項目では、貸付金の回収額が 161 万

9 千円、公共資産の売却収入が 2,740 万 7

千円などとなっています。 

 

 

 

 

 

投資及び出資金 0 

貸付金 0 

基金積立額 1,235,409 

定額運用基金への繰出支出 0 

他 会計 等へ の公 債費 充当 財

源繰出支出地方債償還額 884,048 

地方債償還額 4,091,607 

支出合計 6,211,064 

国県補助金等 263,000 

貸付金回収額 1,619 

地方債発行額 0 

基金取崩額 0 

公共資産等売却収入  27,407 

その他収入 828,738 

収入合計 1,120,764 
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◆ 投資・財務的収支の部の収支額は、50 億

9,030 万円の財源不足でしたが、この不足

は、経常的収支の一般財源及び期首歳計現金で穴埋めされたことになります。 

【注記事項】 

本表の中には表れませんが、団体の財政状況を把握するために重要な情報を、

欄外に注記しています。 

◆ 一時借入金は、会計年度中に一時的に現金が不足した場合に、支払資金の不

足を補うために借り入れる資金をいい、その利息を除き最終的な決算には表れ

ません。 

今年度の一時借入金の借入限度額は、30 億円でした。また、支払利息のうち

一時借入金の利子は、1 万 5 千円でした。 

◆ 基礎的財政収支は、一般的にプライマリ

ーバランスと呼ばれているものです。もし

仮に借入金や基金がなかった場合、どのよ

うな収支状況であったかを表します。 

  今 年 度 の 基 礎 的 財 政 収 支 額 は 、 11 億

865 万 7 千円の赤字でした。 

 

 

◆ 歳計外現金は、市の所有に属さない単に保管している現金をいい、このうち

重要性の高いものについては貸借対照表に計上することとされています。 

今年度、貸借対照表に計上した預かり敷金の受け入れに伴う歳計外現金の収

入額が 135 万 1 千円、預かり敷金の返還に伴う支出額が 224 万 8 千円ありま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資・財務的収支額 △ 5,090,300 

収入総額 28,860,825 

地方債発行額 3,765,000 

財政調整基金等取崩額 0 

支出総額 28,581,810 

地方債元利償還額  4,574,070 

財政調整基金等積立額 20,572 

基礎的財政収支 1,108,657 
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連結財務書類４表 
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平成27年度南あわじ市の簡潔に要約された財務書類[連結]

（総務省方式改訂モデル）

##

年度末時点における資産・財産とその調達財源の状況を示したものです。
単位：千円

１．公共資産 192,789,894 97,275,555

（１）事業用資産 77,844,422 59,671,674

（２）インフラ資産 113,953,042 4,976,661

（３）売却可能資産 992,430 32,627,220

２．投資等 10,932,260 6,728,984

（１）投資及び出資金 501,537 5,427,061

（２）貸付金 20,539 384,107

（３）基金等 8,822,617 917,816

（４）その他 1,587,567

３．流動資産 8,781,782

（１）資金 4,702,997

（２）未収金 424,634

（３）その他 3,654,151

４．繰延勘定 783

212,504,719 212,504,719

注１．上記のほか、債務負担行為をしている額が、2,986,244千円あります。

　 ２．地方債残高のうち地方交付税への算入見込額が、41,679,426千円あります。

　 ３．事業用資産及びインフラ資産のうち、土地は28,818,114千円、減価償却累計額は

　　 150,347,227千円です。

資金収支の状況を、経常活動、公共資産整備、その他の活動に区分して示したものです。

単位：千円

（基礎的財政収支）

１．固定負債

■貸借対照表

資産の部 負債の部

純資産合計 108,500,180

（１）地方債

（２）退職手当引当金

（３）その他

２．流動負債

（１）翌年度償還予定地方債

（２）翌年度支払予定退職手当

（３）その他

負債合計 104,004,539

資産合計 負債及び純資産合計

 ■資金収支計算書

金額

１．経常的収支 7,911,825

２．公共資産整備収支 ▲ 1,175,140

３．投資・財務的収支 ▲ 6,243,371

地方債発行額 4,882,358

当期収支 493,314

期首資金残高 3,789,391

期末資金残高 4,702,997

経費負担割合変更に伴う差額 420,292

収入総額 52,160,708

支出総額 51,667,394

地方債元利償還額 7,219,767

基金等増減 20,572

基礎的財政収支 2,851,295
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平成27年度南あわじ市の簡潔に要約された財務書類[連結]
（総務省方式改訂モデル）

単位：千円

経常費用 46,174,330

１．人にかかるコスト 5,016,314

（１）人件費 4,456,594

（２）退職手当引当金繰入 260,326

（３）賞与引当金繰入額 299,394

２．物にかかるコスト 14,691,542

（１）物件費 6,871,161

（２）維持補修費 364,749

（３）減価償却費 7,455,632

３．移転支出的なコスト 24,594,845

（１）社会保障給付 19,245,301

（２）補助金等 4,659,443

（３）他会計等への支出額 0

（４）他団体への公共資産 690,101

　　 整備補助金等

４．その他のコスト 1,871,629

（１）公債費（利息） 1,158,694

（２）その他 712,935

経常収益 16,929,610

使用料・手数料・分担金等 10,357,389

保険料 2,964,976

事業収益 3,607,245

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

資産と負債の差額である純資産の一年間の変動内容を示したものです。

単位：千円

期首純資産残高 113,629,213

純経常行政コスト ▲ 29,244,720

財源調達 30,357,236

地方税 5,688,542

地方交付税 10,380,298

経常補助金 11,070,132

建設補助金 993,344

その他 2,224,920

資産評価替・無償受入 ▲ 19,968

その他 ▲ 6,221,581

期末純資産残高 108,500,180

■行政コスト計算書
一年間の行政サービスに費やされたコストを示したものです。

29,244,720

■純資産変動計算書
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連結財務書類について 

 

【連結の意義】 

市民の皆さんが受けられる行政サービスは、市が直接提供しているものだけ

でなく、一部事務組合や広域連合、さらには第三セクターなど多様な関係団体

が協力しあい、一体となって提供されています。 

市民の皆さんから見れば、どの団体が実施しようと行政サービスに変わりな

いことから、市とこれらの関係団体を連結して一つの行政サービスの実施主体

としてとらえ、その財務情報を開示することで、より一層の透明性の向上、説明

責任を果たすことができるものと期待されています。 

 

【連結の範囲】 

連結の範囲は、以下の要件から判断します。 

① 地方公共団体の財産区を除くすべての会計 

② 地方公共団体が加入する一部事務組合・広域連合 

③ 地方公共団体が設立した地方独立行政法人及び地方三公社 

④ 市が出資・出捐している第三セクター等のうち、出資割合が 50％以上又は

その経営に対して市が実質的に主導的な立場を有している団体 

⑤ 複数の地方公共団体が共同で設立した地方独立行政法人及び地方三公社 

 

ただし、財産区は市町村等に財産を帰属させられない経緯から設けられた制

度であることから一律に連結対象とせず、また、経費負担割合及び負担金額が

僅少な団体は連結の対象に含めないことができるとされています。さらに、退

職手当組合は、貸借対照表に退職手当組合積立金及び退職手当引当金を計上す

ることで、連結したものとみなすことができます。 

 

【連結対象団体】 

上記の要件を勘案して連結の対象としたのは、下記の会計及び団体です。 

① 財産区を除く市の全ての会計（8 会計） 

② 淡路広域行政事務組合 

③ 淡路広域消防事務組合 

④ 淡路広域水道企業団 

⑤ 洲本市･南あわじ市衛生事務組合 

⑥ 南あわじ市･洲本市小中学校組合 

⑦ 兵庫県後期高齢者医療広域連合 
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⑧ 南淡路農業公園(株) 

⑨ (株)南淡風力エネルギー開発 

 

【連結の方法】 

地方公共団体の普通会計及び他の公営事業会計、連結対象の第三セクターに

ついては、その全額を連結します。 

関係団体のうち一部事務組合・広域連合・共同設立の地方三公社については、

当市の経費負担割合で乗じた額を比例連結します。 

 

【連結の手順】 

① それぞれの財務書類の作成 

連結財務書類の基礎となる各会計・団体の個別の財務書類を作成する場合

は、各々の会計基準に基づく法定決算書類を作成します。会計基準がない場合

は、総務省の「新地方公会計制度研究会報告書(以下、報告書)」で示された基

準により作成します。 

 

② 総務省方式改訂モデルの財務書類の表示科目への読替 

各々の会計基準に基づく法定決算書類は、会計基準が違うため表示科目が

それぞれ違います。そのため、「報告書」で示された連結財務書類の表示科目

に揃えて集計し直す必要があります。 

 

③ 会計基準の整合性を確保 

各々の会計基準に基づく法定決算書類の中には、資産整備の財源について

圧縮記帳がされている、また、売却可能資産や回収不能見込額、退職手当引当

金、賞与引当金などが計上されていないなど、「報告書」で示された会計基準

を適用すると金額に差異が生じる場合があります。 

このような差異を修正して、統一した評価方法のもとに数値を合算します。 

 

④ 出納整理期間中の未収金・未払金の調整 

出納整理期間とは、会計年度末までに確定した債権債務の未収・未払を整理

するための期間をいいます。しかし、発生主義に基づく会計経理をしている企

業会計や株式会社等は、出納整理期間はありません。そのため、出納整理期間

を適用する会計としない会計との間の取引では、未収、未払いの取り扱いが違

ってきます。 

この場合、出納整理期間を双方とも適用したと仮定して修正します。 
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⑤ 内部取引による重複計上の相殺消去 

市と連結対象団体とを一つの行政サービスの実施主体としてとらえた場合、

連結対象団体間で取引があったとしても、それは、単にお金の置き場所が変わ

ったに過ぎないため、一方の収入又は支出を取りやめないと二重計上される

ことになります。 

そのため、このような連結対象団体間の資金の出資(受入)、貸付(借入)、返

済(回収)、売上(支払)、繰出(繰入)等の内部取引は、相殺消去を行います。 
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４－１

（単位：千円）

［資産の部］ ［負債の部］

１．公共資産 １．固定負債

 (１) 有形固定資産  (１) 地方公共団体

① 生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全 ① 普通会計地方債

② 教育 ② 公営事業地方債

③ 福祉   地方公共団体計

④ 環境衛生  (２) 関係団体

⑤ 産業振興 ① 一部事務組合・広域連合地方債

⑥ 消防 ② 地方三公社長期借入金

⑦ 総務 ③ 第三セクター等長期借入金

⑧ 収益事業

⑨ その他  (３) 長期未払金

  有形固定資産合計  (４) 引当金

 (２) 売却可能資産 　 （うち退職手当等引当金）

公共資産合計 　 （うちその他の引当金）

 (５) その他

固定負債合計

２．投資等

 (１) 投資及び出資金 ２．流動負債

 (２) 貸付金  (１) 翌年度償還予定地方債

 (３) 基金等 ① 地方公共団体

 (４) 長期延滞債権 ② 関係団体

 (５) その他   翌年度償還予定額計

 (６) 回収不能見込額  (２) 短期借入金(翌年度繰上充用金を含む)

投資等合計  (３) 未払金

 (４) 翌年度支払予定退職手当

 (５) 賞与引当金

３．流動資産  (６) その他

 (１) 資金 流動負債合計

 (２) 未収金

 (３) 販売用不動産

 (４) その他

 (５) 回収不能見込額

流動資産合計

［純資産の部］

１．公共資産等整備国県補助金等

４．繰延勘定 ２．公共資産等整備一般財源等

３．他団体及び民間出資分

４．その他一般財源等

５．資産評価差額

※１．債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円
②債務保証又は損失補償 千円
　(うち共同発行地方債に係るもの 千円)
③その他 千円

※２．普通会計地方債及び公営事業地方債残高(翌年度償還予定額を含む)のうち 千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれ
　　ることが見込まれているものです。

※３．有形固定資産のうち、土地は 千円です。　　また、有形固定資産の減価償却累計額は、 千円です。

212,504,719

783

8,781,782

104,004,539

108,500,180

 資  産  合  計  負 債 ・ 純 資 産 合 計

3,482,735

△ 4,591

212,504,719

32,484,591

25,679,569

20,539

2,330,278

0

13,406,744

992,430

0

191,797,464

10,027,022

0

73,500

86,504,324

貸　　　　                 方

28,613,762 26,381,083

借　　　　                  方

33,290,591

2,778,196

10,932,260

424,634

176,007

4,702,997

4,984,561

10,100,522

△ 66,689

501,537

4,976,661

22,518,798

0

28,818,114

41,679,426

150,347,227

1,796,987

40,126,597

105,400,086

1,165,257
24,000

309,394

負  債  合  計

3,848

△ 36,721,465

△ 308,886

純  資  産  合  計

59,671,674

0

97,275,555

6,728,984

32,907

384,107

574,015

5,427,061585,553

1,500

南あわじ市連結貸借対照表
（平成２８年 ３ 月３１日現在）

8,822,617

1,068,703

4,708,640

718,421

192,789,894 7,900
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平成 27 年度の連結貸借対照表の概要について 

 

＜連結貸借対照表(要約)＞                  単位：千円  

資産の部  負債の部 

1.公共資産 192,789,894 1.固定負債 97,275,555 

 事業用資産 

 インフラ資産 

 売却可能資産 

77,844,422 

113,953,042 

992,430 

 地方債等 

 退 職 手 当 引 当 金  

 長期未払金等 

69,772,196 

4,976,661 

22,526,698 

2.投資等 10,932,260 2.流動負債 6,728,984 

 投資及び出資金 

 基金等 

 長期延滞債権等 

501,537 

8,822,617 

1,608,106 

 翌 年 度 償 還 予 定 地 方 債  

 翌 年 度 支 払 予 定 退 職 手 当  

賞与引当金 

 未払金等 

5,427,061 

384,107 

309,394 

608,422 3.流動資産 8,781,782 

 資金 

 未収金 

 財政調整基金等 

4,702,997 

424,634 

3,654,151 

負債合計 104,004,539 

純資産の部 

純資産合計 108,500,180 
4.繰延勘定 783 

資産合計 212,504,719 負 債 及 び 純 資 産 合 計  212,504,719 

 

【資産の部】 

平成 27 年度の資産総額は、2,125 億 471 万 9 千円で、市民一人当たりでは、

433 万 3 千円、連結した場合の額と普通会計における額との比率(以下、「連単倍

率」)は、1.57 倍でした。 

資産の部は、大別すると下記のように 2 つに区分することができます。 

 

①  将来にわたって行政サービスを提供することができるもの 

＜有形固定資産＞例えば…道路、学校、上下水道施設、ケーブルテレビなど 

1,917 億 9,746 万 4 千円（資産全体の 90.3％） 

（市民一人当たり 391 万 1 千円） 

②将来、資金となって債務の返済に充てることのできる財源など 

   ＜売却可能資産＞例えば…普通財産、施設などに利用していない土地 

9 億 9,243 万円（資産全体の 0.5％） 

（市民一人当たり 2 万円） 
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   ＜投資等＞例えば…出資金、貸付金、基金、長期延滞債権など 

109 億 3,226 万円（資産全体の 5.1％） 

（市民一人当たり 22 万 3 千円） 

＜流動資産＞例えば…現金預金、財政調整金、未収金、販売用不動産など 

87 億 8,178 万 2 千円（資産全体の 4.1％） 

（市民一人当たり 17 万 9 千円） 

 

資産項目のうち主なものについて説明します。 

◆ 有形固定資産が 1,917 億 9,746 万 4 千円(連単倍率 1.68)ありますが、こ

のうち土地は 288 億 1,811 万 4 千円(連単倍率 1.25)です。また、別途、有形

固定資産の減価償却累計額が 1,503 億 4,722 万 7 千円(連単倍率 1.33)あり

ます。 

◆ 貸付金や市税、国民健康保険税、上下水道使用料などのうち、1 年以上滞納

されている長期延滞債権が 10 億 6,870 万 3 千円(連単倍率 1.82)あります。

このうち、過去の不納欠損の実績を勘案して 6,668 万 9 千円(連単倍率 1.45)

を回収不能見込額としました。これは、長期延滞債権の 11.4％にあたります。 

◆ 市税や料金収入などのうち今年度新たに未収金となった額は、4 億 2,463 万

4 千円(連単倍率 3.53)です。長期延滞債権と未収金を合わせると 10 億 1,018

万 7 千円になり、回収不能見込額は 7,128 万円となっています。 

◆ 土地開発事業会計で販売している企業団地と住宅団地の販売用不動産の額は、

近隣の固定資産税評価額の下落率を勘案して 1 億 7,600 万 7 千円と見込んで

います。 

◆ 資金とは、普通会計では、歳計現金(歳入歳出差引額＝形式収支)のことをいい、

その他の会計・団体では、ここに財政調整積立金を含めます。この額は、資金収

支計算書の期末資金残高の額と一致します。今年度末の資金の額は、47 億 299

万 7 千円(連単倍率 4.08)で、期首から 9 億 1,360 万 6 千円増加しました。 
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【負債の部】 

平成 27 年度の負債総額は、1,040 億 453 万 9 千円(連単倍率 2.52)で、市民

一人当たりでは、212 万 1 千円になります。 

負債の部も、大別すると下記の 2 つに区分することができます。 

 

  ①返済しなければならない期日が、1 年以上先のもの。 

＜固定負債＞例えば…地方債、長期未払金、退職手当等引当金など 

972 億 7,555 万 5 千円（負債全体の 93.5％） 

（市民一人当たり 198 万 3 千円） 

 ②返済しなければならない期日が、1 年以内のもの。 

  ＜流動負債＞例えば…翌年度償還予定地方債、払金、賞与引当金など 

67 億 2,898 万 4 千円（負債全体の 6.5％） 

（市民一人当たり 13 万 7 千円） 

 

負債項目のうち主なものについて説明します。 

◆ これまでに整備してきた資産のうち将来世代にまで負担が残っている割合は、

48.9％です。 

◆ 地方債は、翌年度償還予定額と合わせて 751 億 9,925 万 7 千円(連単倍率

2.05)あります。このうち市が借り入れている額は、643 億 8,031 万 4 千円

で、全体の 85.6％にあたります。 

◆ 地方債残高(翌年度償還予定額を含む)のうち 416 億 7,942 万 6 千円(連単

倍率 1.47)については、償還時に地方交付税の算定基礎に含まれることが見込

まれます。地方債残高の 55.4％にあたります。 

◆ 退職手当引当金は、翌年度支払予定額を合わせて 49 億 7,666 万 1 千円(連

単倍率 1.29)と算定しました。市職員 476 人と一部事務組合職員の本市負担分

に係るものです。 

◆ 賞与引当金は、3 億 939 万 4 千円(連単倍率 1.32)と算定しました。 
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【純資産の部】 

平成 27 年度の純資産総額は、1,085 億 18 万円(連単倍率 1.16)で、市民一人

当たりでは、221 万 2 千円になります。 

純資産の部は、下記の 5 つに分けて記載されます。 

 

 ①公共資産等整備国県補助金等 

401 億 2,659 万 7 千円（市民一人当たり 81 万 8 千円） 

②公共資産等整備一般財源 

 1,054 億 8 万 6 千円（市民一人当たり 214 万 9 千円） 

③他団体及び民間出資分 

384 万 8 千円 

④資産評価差額 

△3 億 888 万 6 千円（市民一人当たり △6 千円） 

⑤その他一般財源 

△367 億 2,146 万 5 千円（市民一人当たり △74 万 9 千円） 

 

純資産項目のうち主なものについて説明します。 

◆  こ れ ま で に 資 産 を 整 備 す る た め に 現 在 ま で の 世 代 が 負 担 し て き た 割 合 は 、

51.1％です。 

◆ その他一般財源が△367 億 2,146 万 5 千円(連単倍率 2.85)となっていま

すが、これは、退職手当や翌年度の賞与を支払うための資金など将来の支出に

備えての蓄えができていないことを意味します。 
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４－２

 【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　額 （構成比率）
生活インフラ
・国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能

見込計上額
その他

行政コスト

4,456,594 9.7% 235,811 520,135 731,522 419,376 768,846 548,320 1,050,675 181,909 0

260,326 0.6% 33 15,942 74,180 4,283 △ 8,854 2,187 171,110 1,445 0

299,394 0.6% 18,780 37,062 60,484 30,256 34,015 27,896 78,492 12,409 0

5,016,314 10.9% 254,624 573,139 866,186 453,915 794,007 578,403 1,300,277 195,763 0

6,871,161 14.9% 420,357 890,948 625,879 1,853,878 1,862,493 115,642 1,088,511 13,450 3

364,749 0.8% 89,060 44,219 3,928 69,442 55,725 593 101,782 0

7,455,632 16.1% 3,034,483 873,082 195,482 1,018,863 1,791,440 94,730 447,552 0

14,691,542 31.8% 3,543,900 1,808,249 825,289 2,942,183 3,709,658 210,965 1,637,845 13,450 3

19,245,301 41.7% 40,668 19,203,551 1,082 0

4,659,443 10.1% 11,418 176,754 3,489,681 75,537 573,798 30,968 297,753 3,534 0

0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

690,101 1.5% 21,703 0 253,010 56,766 347,303 5,031 6,288 0 0

24,594,845 53.3% 33,121 217,422 22,946,242 133,385 921,101 35,999 304,041 3,534 0

1,158,694 2.5% 1,158,694

85,648 0.2% 85,648

627,287 1.3% 10,395 0 279,084 31,503 305,887 0 418 0 0

1,871,629 4.1% 10,395 0 279,084 31,503 305,887 0 418 0 1,158,694 85,648 0

ａ 46,174,330 3,842,040 2,598,810 24,916,801 3,560,986 5,730,653 825,367 3,242,581 212,747 1,158,694 85,648 3

（　構　成　比　率　） 8.3% 5.6% 54.0% 7.7% 12.4% 1.8% 7.0% 0.5% 2.5% 0.2% 0.0%

 【経常収益】
一般財源
振替額

１ 941,449 22,071 22,568 92,040 221,272 35,153 613 361,683 0 24,134 0 161,915

２ 8,485,264 19,362 124,793 8,051,838 33,983 33,201 7,073 144,661 0 15 0 70,338

３ 2,964,976 2,964,976

４ 3,607,245 367,854 0 62,796 1,594,824 1,554,320 0 27,451 0 0

５ 930,676 698,480 0 10,832 161,977 26,098 0 1,248 0 0 32,041

ａ 16,929,610 1,107,767 147,361 11,182,482 2,012,056 1,648,772 7,686 535,043 0 24,149 0 264,294

36.7% 28.8% 5.7% 44.9% 56.5% 28.8% 0.9% 16.5% 0.0% 2.1% 0.0%

ａ－ｄ 29,244,720 2,734,273 2,451,449 13,734,319 1,548,930 4,081,881 817,681 2,707,538 212,747 1,134,545 85,648 3 △ 264,294

(４)他団体への
　　公共資産整備補助金等

人
に
か
か
る
コ
ス
ト

１

物
に
か
か
る
コ
ス
ト

２

小　　　計

(１)物件費

(２)維持補修費

(差引)純経常行政コスト

(３)減価償却費

(３)他会計等への支出額

(１)人件費

(２)退職手当引当金繰入等

(３)賞与引当金繰入額

小　　　計

(２)回収不能見込計上額

(３)その他行政コスト

(１)社会保障給付

(１)支払利息

経 常 収 益

使 用 料 ・ 手 数 料

分 担 金 ･ 負 担 金 ･ 寄 附 金

保 険 料

事 業 収 益

その他の特定行政サービス収入

ｄ／ａ

至　平成２８年　３月３１日

南あわじ市連結行政コスト計算書
自　平成２７年　４月　１日

小　　　計

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト

３

そ
の
他
の
コ
ス
ト

４

経 常 行 政 コ ス ト

(２)補助金等

小　　　計

-
4
2
-



 

 

平成 27 年度の連結行政コスト計算書の概要について 

 

＜連結行政コスト計算書(要約)＞         単位：千円  

経常行政コスト① 46,174,330 

コ

ス

ト

内

訳 

1.人にかかるコスト 5,016,314 

2.物にかかるコスト 14,691,542 

3.移転支出的なコスト 24,594,845 

4.その他のコスト 1,871,629 

経常収益② 16,929,610 

純経常行政コスト①－② 29,244,720 

 

【経常行政コスト】 

平成 27 年度の経常行政コストは、461 億 7,433 万円(連単倍率 1.92)で、市

民一人当たりでは、94 万 1 千円になります。 

コストの性質別の区分は、大別すると下記の 4 つに区分されます。 

 

①人にかかるコスト…人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入額 

50 億 1,631 万 4 千円（コスト全体の 10.9％） 

（市民一人当たり 10 万 2 千円） 

②物にかかるコスト…物件費、維持補修費、減価償却費 

146 億 9,154 万 2 千円（コスト全体の 31.8％） 

（市民一人当たり 29 万 9 千円） 

③移転支出的なコスト…社会保障給付、補助金等、他団体への公共資産整備補 

助金 

245 億 9,484 万 5 千円（コスト全体の 53.3％） 

（市民一人当たり 50 万 1 千円） 

④その他のコスト…支払利息、回収不能見込計上額、その他の行政コスト 

18 億 7,162 万 9 千円（コスト全体の 4.0％） 

（市民一人当たり 3 万 8 千円） 

 

経常行政コストの項目のうち主なものについて説明します。 

◆ コストのうちで割合が一番高いのが「移転支出的なコスト」で、経常行政コス

トの総額に対して 53.3％になります。その中でも、生活保護や健康保険、医療
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給付、援護費などの社会保障給付費が、「移転支出的なコスト」の 78.2％(192

億 4,530 万 1 千円)を占めます。 

◆ 次に多いのが「物にかかるコスト」で、経常行政コストの総額に対して 31.8％

になります。その中でも、減価償却費が、「物にかかるコスト」の 50.7％(74 億

5,563 万 2 千円)を占めます。 

◆ 「人にかかるコスト」の割合は、経常行政コストの総額に対して 10.9％です

が、普通会計では 14.5％でしたので、連結して割合が低くなりました。 

◆ 「その他のコスト」のうちでは、支払利息が主なもので、「その他のコスト」

の 61.9％(11 億 5,869 万 4 千円)を占めます。その他は、今年度新たに回収

不能として見込んだ額が、8,564 万 8 千円、営業外費用や特別損失などが 6 億

2,728 万 7 千円あります。 

 

【経常収益】 

経常収益は、行政サービスを受けられた皆さんが、そのサービスの対価として

直接負担した額で、普通会計では、「使用料・手数料」「分担金・負担金・寄附金」

のみを計上し、市税や地方交付税などの一般財源や国・県からの補助金、資産形成

のための財源は含みません。 

しかし、公営事業会計では、その会計目的の事業からの歳入によりその歳出を

賄うことが前提にあるため、国・県からの補助金を除き全ての収入をここに計上

します。連結団体も同様です。 

平成 27 年度の経常収益は、169 億 2,961 万円(連単倍率 10.65)で、市民一

人当たりでは、34 万 4 千円になります。 

収益の区分は、下記の 5 つに区分します。 

 

  ①使用料・手数料…公の施設や公共財産の使用料、行政サービスの手数料 

9 億 4,144 万 9 千円（収益全体の 5.6％） 

（市民一人当たり 1 万 9 千円） 

②分担金・負担金・寄附金…受益者分担金・負担金、指定寄附金、社会保険診

療報酬支払基金からの交付金など 

84 億 8,526 万 4 千円（収益全体の 50.1％） 

（市民一人当たり 17 万 3 千円） 

③保険料…国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料 

29 億 6,497 万 6 千円（収益全体の 17.5％） 

（市民一人当たり 6 万円） 
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④事業収益…上下水道使用料、国民宿舎営業収益、販売用不動産売払収入、介

護サービス事業収入、第三セクター等売上金など 

36 億 724 万 5 千円（収益全体の 21.3％） 

（市民一人当たり 7 万 4 千円） 

⑤その他特定行政サービス収入…営業外収益など 

9 億 3,067 万 6 千円 （収益全体の 5.5％） 

（市民一人当たり 1 万 8 千円） 

 

経常収益の項目のうち主なものについて説明します。 

◆ 経常行政コストを経常収益で賄った割合(受益者負担割合)は、36.7％です。 

◆ 分担金・負担金・寄附金のうち主なものは、国民健康保険事業及び介護保険事

業における社会保険診療報酬支払基金からの交付金 28 億 5,648 万 9 千円の

ほか、国民健康保険事業の共同事業拠出金が 19 億 6,113 万 9 千円などとな

っています。 

◆ 保険料の内訳は、国民健康保険税 16 億 2,531 万 2 千円、介護保険料 9 億

2,548 万 2 千円、後期高齢者医療保険料 4 億 1,418 万 2 千円となっていま

す。 

◆ 事業収益は、公営事業会計及び連結団体の設置目的である主たる事業による

営業収益又は売上高をいい、その他特定行政サービス収入は、それ以外の営業

外収益をいいます。 

 

【純経常行政コスト】 

平成 27 年度の純経常行政コストは、292 億 4,472 万円(連単倍率 1.30)で、

市民一人当たりでは、59 万 7 千円になります。 
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４－２

 【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　額 （構成比率）
生活インフラ
・国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能

見込計上額
その他

行政コスト

4,456,594 9.7% 235,811 520,135 731,522 419,376 768,846 548,320 1,050,675 181,909 0

260,326 0.6% 33 15,942 74,180 4,283 △ 8,854 2,187 171,110 1,445 0

299,394 0.6% 18,780 37,062 60,484 30,256 34,015 27,896 78,492 12,409 0

5,016,314 10.9% 254,624 573,139 866,186 453,915 794,007 578,403 1,300,277 195,763 0

6,871,161 14.9% 420,357 890,948 625,879 1,853,878 1,862,493 115,642 1,088,511 13,450 3

364,749 0.8% 89,060 44,219 3,928 69,442 55,725 593 101,782 0

7,455,632 16.1% 3,034,483 873,082 195,482 1,018,863 1,791,440 94,730 447,552 0

14,691,542 31.8% 3,543,900 1,808,249 825,289 2,942,183 3,709,658 210,965 1,637,845 13,450 3

19,245,301 41.7% 40,668 19,203,551 1,082 0

4,659,443 10.1% 11,418 176,754 3,489,681 75,537 573,798 30,968 297,753 3,534 0

0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

690,101 1.5% 21,703 0 253,010 56,766 347,303 5,031 6,288 0 0

24,594,845 53.3% 33,121 217,422 22,946,242 133,385 921,101 35,999 304,041 3,534 0

1,158,694 2.5% 1,158,694

85,648 0.2% 85,648

627,287 1.3% 10,395 0 279,084 31,503 305,887 0 418 0 0

1,871,629 4.1% 10,395 0 279,084 31,503 305,887 0 418 0 1,158,694 85,648 0

ａ 46,174,330 3,842,040 2,598,810 24,916,801 3,560,986 5,730,653 825,367 3,242,581 212,747 1,158,694 85,648 3

（　構　成　比　率　） 8.3% 5.6% 54.0% 7.7% 12.4% 1.8% 7.0% 0.5% 2.5% 0.2% 0.0%

 【経常収益】
一般財源
振替額

１ 941,449 22,071 22,568 92,040 221,272 35,153 613 361,683 0 24,134 0 161,915

２ 8,485,264 19,362 124,793 8,051,838 33,983 33,201 7,073 144,661 0 15 0 70,338

３ 2,964,976 2,964,976

４ 3,607,245 367,854 0 62,796 1,594,824 1,554,320 0 27,451 0 0

５ 930,676 698,480 0 10,832 161,977 26,098 0 1,248 0 0 32,041

ａ 16,929,610 1,107,767 147,361 11,182,482 2,012,056 1,648,772 7,686 535,043 0 24,149 0 264,294

36.7% 28.8% 5.7% 44.9% 56.5% 28.8% 0.9% 16.5% 0.0% 2.1% 0.0%

ａ－ｄ 29,244,720 2,734,273 2,451,449 13,734,319 1,548,930 4,081,881 817,681 2,707,538 212,747 1,134,545 85,648 3 △ 264,294

(４)他団体への
　　公共資産整備補助金等

人
に
か
か
る
コ
ス
ト

１

物
に
か
か
る
コ
ス
ト

２

小　　　計

(１)物件費

(２)維持補修費

(差引)純経常行政コスト

(３)減価償却費

(３)他会計等への支出額

(１)人件費

(２)退職手当引当金繰入等

(３)賞与引当金繰入額

小　　　計

(２)回収不能見込計上額

(３)その他行政コスト

(１)社会保障給付

(１)支払利息

経 常 収 益

使 用 料 ・ 手 数 料

分 担 金 ･ 負 担 金 ･ 寄 附 金

保 険 料

事 業 収 益

その他の特定行政サービス収入

ｄ／ａ

至　平成２８年　３月３１日

南あわじ市連結行政コスト計算書
自　平成２７年　４月　１日

小　　　計

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト

３

そ
の
他
の
コ
ス
ト

４

経 常 行 政 コ ス ト

(２)補助金等

小　　　計

-
4
6
-



 

 

平成 27 年度の連結純資産変動計算書の概要について 

 

＜連結純資産変動計算書(要約)＞         単位：千円  

期首純資産残高① 113,629,213 

変

動

項

目 

1.純経常行政コスト △ 29,244,720 

2.財源調達 30,357,236 

3.資産評価替・無償受入 △19,968 

4.その他 △6,221,581 

当期変動高② △5,129,033 

期末純資産残高①－② 108,500,180 

 

【純資産変動項目】 

平成 27 年度の期末純資産残高は、1,085 億 18 万円(連単倍率 1.16)で、市民

一人当たりでは、221 万 2 千円になります。期首に比べて 51 億 2,903 万 3 千

円減少しました。 

変動項目は、大別すると下記の 4 つに区分することができます。 

 

  ①純資産を増加させる項目 

＜一般財源＞例えば…市税、地方交付税、地方譲与税、諸収入など 

182 億 9,376 万円 

＜補助金等受入＞例えば…国庫補助金、県補助金 

120 億 6,347 万 6 千円 

＜臨時収益＞例えば…公共資産の売却益、出資団体の清算差益など 

7,934 万 2 千円 

＜出資の受入・新規設立＞例えば…会社設立時や増資の際の出資金の受入 

0 円 

＜資産評価替による変動額(増加)＞例えば…帳簿価額より評価額が増加 

6,388 万 2 千円 

＜無償受贈資産受入＞例えば…無償譲渡された資産の評価額 

0 円 
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  ②純資産を減少させる項目 

＜純経常行政コスト＞ 行政コスト計算書の純経常行政コスト 

△292 億 4,472 万円 

＜臨時損失＞例えば…固定資産除却損、災害復旧事業、退職手当組合特別

負担金など 

△58 億 2,807 万 6 千円 

＜資産評価替による変動額(減少)＞例えば…帳簿価額より評価額が下落 

△8,385 万円 

③純資産項目間で増減する項目 

＜科目振替＞例えば…資産の整備又は処分、減価償却、地方債償還など 

 ・公共資産等整備国県補助金等の増減…△22 億 1,734 万 1 千円 

 ・公共資産等整備一般財源の増減…8 億 2,319 万 7 千円 

 ・その他一般財源の増減…13 億 9,414 万 4 千円 

④上記①～③では区分できない項目 

＜その他＞例えば…過年調定分の税額変更、経費負担割合変更の影響など 

△4 億 7,284 万 7 千円 

 

純資産の変動項目のうち主なものについて説明します。 

◆ 純 経 常行 政 コ スト の 金 額に 対 す る一 般 財 源及 び 補 助金 等 受 入(そ の 他 一般財

源等)の金額をみることで、経常的なコストを経常的な収入でどれだけ賄えてい

るかが分かります。市では、292 億 4,472 万円のコストに対して、収入が 293

億 6,389 万 2 千円で、1 億 1,917 万 2 千円の黒字となっています。ただし、

経常行政コストの減価償却費のうち 22 億 1,013 万 1 千円は、国・県補助金を

財源としている部分の償却であるため実質的には市の負担はありません。 

◆ 臨時損失では過年度からの連結財務書類における連結対象団体への出資金の

相殺消去漏れ 52 億 7,910 万 8 千円を過年度修正損として計上しています。 

◆ 科目振替をした内容としては、公共資産の整備のために使ったその他一般財

源が 7 億 9,654 万 9 千円、公共資産の処分によるその他一般財源の増加が 1

億 2,225 万 7 千円、公共資産の減価償却によるその他一般財源の増加が 77 億

6,954 万 5 千円、地方債償還のために使ったその他一般財源 49 億 463 万 1

千円などがありました。 

◆ 資産評価替えによる変動差額としては、売却可能資産の評価替えと追加の差

額が△1,996 万 8 千円となっています。 
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４－４

（単位：千円）

１　経　常　的　収　支　の　部 ３　投　資　・　財　務　的　収　支　の　部
人件費 5,056,343 投資及び出資金 0
物件費 6,712,455 貸付金 0
社会保障給付 19,245,407 基金積立額 1,308,866
補助金等 4,686,602 定額運用基金への繰出支出 0
支払利息 1,157,507 地方債償還額 6,059,555
その他支出 1,393,593 長期借入金返済額 1,500
支 出 合 計 38,251,907 短期借入金減少額 0
地方税 5,694,498 収益事業純支出 0
地方交付税 10,380,298 その他支出 0
国県補助金等 10,779,907 支 出 合 計 7,369,921
使用料・手数料 787,185 国県補助金等 263,000
分担金・負担金・寄附金 7,972,471 貸付金回収額 1,619
保険料 2,952,404 地方債発行額 0
事業収入 3,640,436 長期借入金借入額 0
諸収入 765,290 基金取崩額 495
地方債発行額 1,176,900 収益事業純収入 0
長期借入金借入額 0 公共資産等売却収入 79,342
短期借入金増加額 0 その他収入 782,094
基金取崩額 125,936 収 入 合 計 1,126,550
その他収入 1,888,407 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 6,243,371
収 入 合 計 46,163,732
経 常 的 収 支 額 7,911,825 当年度歳計現金増減額 493,314

期首歳計現金残高 3,789,391
２　公　共　資　産　整　備　収　支　の　部 経費負担割合変更に伴う差額 420,292

公共資産整備支出 4,092,921 期末歳計現金残高 4,702,997

公共資産整備補助金等支出 671,846
地方独立行政法人公共資産整備支出 0
一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 1,241,919
地方三公社公共資産整備支出 0
第三セクター等公共資産整備支出 38,880
支 出 合 計 6,045,566
国県補助金等 905,752
地方債発行額 3,705,458
長期借入金借入額 0
基金取崩額 45,304
その他収入 213,912
収 入 合 計 4,870,426
公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 1,175,140

　　（預り敷金の返還に伴う支出額2,248千円）があります。

至　平成２８年　３月３１日
自　平成２７年　４月　１日

南あわじ市連結資金収支計算書

※１　上記の他、預り敷金の受け入れに伴う歳計外現金の収入額1,351千円

-
4
9
-



 

 

平成 27 年度の連結資金収支計算書の概要について 

 

 連結財務書類における「資金」は、普通会計では、歳計現金(歳入歳出差引額＝

形式収支)のことをいい、その他の会計・団体では、これに財政調整積立金を含め

ます。 

平成 27 年度の期末資金残高は、47 億 299 万 7 千円(連単倍率 4.08)で、市

民一人当たりでは、9 万 5 千円になります。期首に比べて 9 億 1,360 万 6 千円

増加しました。 

 

＜連結資金収支計算書(要約)＞          単位：千円  

期首資金残高① 3,789,391 

収

支

内

訳 

1.経常的収支の部 7,911,825 

2.公共資産整備収支の部 △ 1,175,140 

3.投資・財務的収支の部 △ 6,243,371 

当期収支② 493,314 

経費負担割合変更差額③ 420,292 

期末資金残高①＋②＋③ 4,702,997 

基礎的財政収支 プ ラ イ マ リ ー バ ラ ン ス  2,851,295 

 

【経常的収支の部】 

平成 27 年度の経常的収支は、79 億 1,182 万 5 千円(連単倍率 1.31)で、市

民一人当たりでは、16 万 1 千円になります。 

   

＜支出＞例えば…人件費、事務経費、施設管理費、社会保障給付、利息など 

382 億 5,190 万 7 千円（支出全体の 74.0％） 

（市民一人当たり 78 万円） 

  ＜収入＞例えば…市税、地方交付税、使用料、受益者負担金、事業収入など 

461 億 6,373 万 2 千円（収入全体の 88.5％） 

（市民一人当たり 94 万 1 千円） 
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経常的収支の部のうち主なものについて説明します。 

◆ 支出項目では、社会保障給付費が一番多く 192 億 4,540 万 7 千円、次いで

物件費が 67 億 1,245 万 5 千円、人件費が 50 億 5,634 万 3 千円、補助金等が

46 億 8,660 万 2 千円などとなっています。 

◆ 地方債(借入金)の支払利息等は、償還元金とは分けてここに計上します。今年

度の支払は、11 億 5,750 万 7 千円でした。 

◆ 収入の主な項目は、地方税 56 億 9,449 万 8 千円、地方交付税 103 億 8,029

万 8 千円、国県補助金等 107 億 7,990 万 7 千円などとなっています。 

◆ 地方債発行額の内訳は、行政サービスの財源として発行した赤字地方債(臨時

財政対策債) が 10 億 4,550 万円及び、災害復旧事業債 6,920 万円、一部事務

組合への負担金の財源として発行した合併特例債 6,220 万円があります。 

 

【公共資産整備収支の部】 

平成 27 年度の公共資産整備収支額は、△11 億 7,514 万円(連単倍率 1.75)

で、市民一人当たりでは、△2 万 4 千円になります。 

 

  ＜支出＞例えば…自団体の資産形成のための支出、他の団体及び民間の資産

形成のために支出した補助金・負担金 

60 億 4,556 万 6 千円（支出全体の 11.7％） 

（市民一人当たり 12 万 3 千円） 

  ＜収入＞例えば…公共資産整備支出に充当した国・県補助金及び地方債など 

48 億 7,042 万 6 千円（収入全体の 9.3％） 

（市民一人当たり 9 万 9 千円） 

 

公共資産整備収支の部のうち主なものについて説明します。 

◆支出項目では、市の公共資産を整備したものが 40 億 9,292 万 1 千円、他の 

団体又は民間の資産形成のために支出した補助金等が 6 億 7,184 万 6 千円、

一部事務組合の資産を整備したものが 12 億 4,191 万 9 千円となっています。 

◆収入項目の主なものとしては、国県補助金等が 9 億 575 万 2 千円、地方債発

行額 37 億 545 万 8 千円などがありました。 

◆公共資産整備の部の収支額は、11 億 7,514 万円の財源不足でしたが、こ の

不足は、経常的収支の一般財源及び期首歳計現金で穴埋めされたことになりま

す。 
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【投資・財務的収支の部】 

平成 27 年度の投資・財務的収支額は、△62 億 4,337 万 1 千円(連単倍率

1.23)で、市民一人当たりでは、△12 万 7 千円になります。 

 

  ＜支出＞例えば…投資及び出資金、貸付金、基金積立金、地方債元金償還金、

他会計に対する公債費の財源のための繰出金など 

73 億 6,992 万 1 千円（支出全体の 14.3％） 

（市民一人当たり 15 万円） 

  ＜収入＞例えば…貸付金元金の回収、公共資産売却収入、投資・財務的支出に

充当した国・県補助金及び地方債など 

11 億 2,655 万円（収入全体の 2.2％） 

（市民一人当たり 2 万 3 千円） 

 

投資・財務的収支の部のうち主なものについて説明します。 

◆ 支出項目の主なものとしては、地方債の元金償還金 60 億 5,955 万 5 千円、

基金の積立金 13 億 886 万 6 千円、第三セクター等の長期借入金返済金 150 万

円などがありました。 

◆ 収入項目では、国県補助金等 2 億 6,300 万円、基金取崩額 495 万円、公共

資産等売却収入 7,934 万 2 千円などがありました。 

◆ 投資・財務的収支の部の収支額は、62 億 4,337 万 1 千円の財源不足でした

が、この不足は、経常的収支の一般財源及び期首歳計現金で穴埋めされたことに

なります。 
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財務書類の用語解説 

【貸借対照表(バランスシート)の用語解説】 

貸借対照表（バランス

シート） 

貸借対照表は、市が年度末に、行政

サービスを提供するための資産や財産

をどれだけ保有しているか、その資産

をどのような負担で蓄積してきたか、

また、これからどれくらいの金額を返

済していかなければならないかを示す

ものです。 

「貸借対照表」の左側の借方（資産

合計）と右側の貸方（負債・純資産合

計）の額は一致します。 

資産の部 現在市が所有している財産の内訳で

す。 

地方自治法において地方公共団体の

「財産」は、公有財産、物品、債権、

基金をいいますが、ここでいう「資産」

には、これらに加えて、現金預金や未

収金なども含まれます。 

１．公共資産 学校や公民館、道路など将来にわた

って行政サービスを提供することがで

きるものです。 

有形固定資産と売却可能資産があ

り、有形固定資産は、生活インフラ・

国土保全、教育、福祉、環境衛生、産

業振興、消防、総務といった行政目的

別に区分します。 

(1)有形固定資産 市が所有する公有財産のうち不動

産、動産及びそれらの従物をいいます。 

原則として再調達価額をもって計上

しますが、当面の間、取得原価を基礎

として算定した価額でも許されること

になっています。当市では、昭和４４

年度以降の決算統計を基にした取得原

価を基礎として計上しました。 

減価償却の方法は、原則、残存価額

ゼロの定額法で、取得の翌年度から行

いますが、各会計、団体の会計基準が

ある場合は、それに従って実施します。 

(2)売却可能資産 売却できる可能性がある有形固定資

産をいいます。 

現に公用もしくは公共用に供されて

いないすべての公共資産を計上するこ

ととされています。ただし、簡便的に、

普通財産及び用途廃止することが予定

されている行政財産のみを対象とする

ことができ、また山林を除くこともで

きます。 

当市では、売却可能資産の範囲を、

山林を除く普通財産とし、売却可能価

額の算定方法は、固定資産税評価額を

基礎として算定しました。 

有形固定資産が売却可能となった場

合、その都度時価評価を行い売却可能

資産に振り替えます。売却可能資産は、

毎年度、時価評価を行います。 
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２．投資等 資金化するのに基準日から１年以上

を要する資産で、公共資産でないもの

をいいます。 

投資及び出資金、貸付金、基金等が

あります。 

(1)投資及び出資金 地方公営企業に対する出資、株式会

社に対する出資、特例民法法人に対す

る寄付行為、資金運用のために購入し

た有価証券などをいいます。 

市場価格のある有価証券は、時価で

計上します。 

市場価格のない投資及び出資金は、

「決算書」の財産に関する調書に記載

の額で計上しますが、実質価額が取得

価額より 30％以上低下した場合は、価

額を見直すこととします。 

うち投資損失引当金 投資及び出資金の損失に備えておく

ための金額です。 

連結対象となる団体及び会計に対す

る投資及び出資金について、実質価額

が著しく低下した場合、実質価額と取

得原価との差額を帳簿価額に反映させ

るために計上します。 

実質価額が取得価額より 30％以上

低下した場合に、著しく低下したもの

とみなします。 

なお、連結対象でない団体に対する

投資及び出資金の実質価額が著しく低

下した場合は、投資損失引当金を計上

するのではなく、直接帳簿価額を減額

します。 

(2)貸付金 育英資金や災害復興資金のように市

が個人等に対して貸し付けている額の

残高を計上します。 

貸付金残高のうち、現に償還期日が

到来していないものをいいます。償還

期限が過ぎても回収されていない貸付

金元金は、未収金又は長期延滞債権に

計上されます。 

(3)基金等 財政調整基金及び減債基金以外の基

金及び下記の退職手当組合積立金の合

計額を計上します。 

地方公共団体は、条例により資金を

積み立てたり運用したりしています

が、これを基金といいます。 

基金には、財政の健全性を維持する

ための財政調整基金、地方債の償還財

源を確保するための減債基金、特定の

目的のために資金を積み立てる特定目

的基金、特定の目的のために定額の資

金を運用するために設置される定額運

用基金があります。 

このうち、財政調整基金及び減債基

金は、流動資産として扱われます。 

うち退職手当組合積立

金 

加入している退職手当組合が保有す

る年度末の資産について、加入団体ご

との持分相当額をいいます。 

これまでの退職手当の支給額が多い

ため積立に不足が生じている場合は、

ここには計上せず、負債の部の退職手

当等引当金に追加して計上します。 

(4)長期延滞債権 収入未済となった額のうち、当初調

定年度が前年度以前のもので長期にわ

たって未収となっているものをいいま

不納欠損などで回収が不能となる可

能性があると見込まれる回収不能見込

額も含めて計上し、その額は、別途(6)
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す。 回収不能見込額の欄で減額します。 

(5)その他 固定資産のうち、上記(1)～(5)に該

当しないものを区分して計上します。 

無形固定資産のうち借地権、電話加

入権、施設利用権など資産性が低いも

のを区分します。 

(6)回収不能見込額 貸付金及び長期延滞債権のうち、不

納欠損などで回収が不能となる可能性

があると見込まれるものです。 

民間企業でいう「貸倒引当金」と同

じものです。 

原則として個別に回収可能性を判断

することとなっていますが、過去の不

納欠損額から求めた回収不能実績率な

ど合理的な基準により算定することも

許されています。 

３．流動資産 基準日から１年以内に資金化できる

資産をいいます。 

資金、未収金、販売用不動産、財政

調整基金・減債資金、歳計外現金など

があります。 

(1)資金 普通会計では、歳計現金（歳入歳出

差引額＝形式収支）のことをいいます。

その他の会計・団体では、ここに財政

調整積立金を含めます。 

赤字の場合は、短期借入金として負

債の部に計上します。この資金の額と

「資金収支計算書」の期末資金残高の

額は一致することとなっています。 

(2)未収金 収入未済となった額のうち、当該年

度に調定されたものをいいます。 

長期にわたって未収となる可能性の

高いものは、個別に長期延滞債権に振

り替えます。 

(3)販売用不動産 宅地造成事業の保有する造成地のう

ち、売却を目的とするものをいいます。 

評価額は、「地方公共団体の財政の健

全化に関する法律」における将来負担

比率を算定する際の評価基準を用いま

す。 

(4)その他 流動資産のうち、上記(1)～(3)に該

当しないものを区分して計上します。 

普通会計の財政調整基金及び減債基

金並びに歳計外現金、短期貸付金、貯

蔵品、立替金などを区分します。 

うち財政調整基金・減

債基金 

基金のうち、財政調整基金と減債基

金は、流動資産として区分します。 

財政の健全性を維持するための財政

調整基金、地方債の償還財源を確保す

るための減債基金は、当該年度の財政

事情により比較的臨機応変に取崩しが

できるため、流動資産として区分しま

す。 

うち歳計外現金 市の所有に属さない、単に保管して

いる現金をいいます。 

歳計外現金は、市の資産ではないと

も考えられますが、一時的ではあれ市

が保有する現金であるので、このうち

重要性の高いものについては区分して

計上します。例えば、当市では、市営

住宅及び神戸寮の敷金、指定金融機関

担保金を計上しています。 

(5)回収不能見込額 流動資産の未収金のうち、回収不能

となる可能性があると見込まれるもの

です。 

原則として個別に回収可能性を判断

することとなっていますが、過去の不

納欠損額から求めた回収不能実績率な

ど合理的な基準におより算定すること

も許されています。 

４．繰延勘定 一般的には、繰延資産と呼ばれてお

り、一時的な費用とするのにふさわし

くない支出を数年度に分割して配賦す

地方公営企業会計では、多額の災害

損失、企業債発行差金、開発費、試験

研究費、退職給与費の５つについて、
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るものです。 一部又は全部を繰延勘定で整理するこ

とができるとされています。 

負債の部 現在市が負っている債務の内訳で

す。地方債(借入金)や将来の職員の退職

金など、私たち又は将来の世代の負担

で返済していくものです。 

 

１．固定負債 現在市が負っている債務のうち、１

年以上の長期にわたって支払義務のあ

るものです。 

地方債、長期未払金、引当金などが

あります。 

(1)(2)地方債 地方債は、地方公共団体が、必要な

財源を調達するための借り入れで、そ

の返済が１会計年度をこえるものをい

い、ここには、この地方債の借入残高

を計上します。 

ただし、翌年度に償還予定の額につ

いては、ここから控除して、流動負債

に区分します。 

(3)長期未払金 決算期末において既に引き渡しを受

けた物件等について支払が完了してい

ない場合は、その支払期日に応じて長

期未払金または流動負債の未払金に区

分して計上します。 

債務負担行為は、事業の規模や性質

などの理由により２か年以上にわたっ

て事業を実施するのが適当な場合、予

算に定めることにより翌年度以降の自

治体の支出を約束することです。 

普通会計及び出納整理期間のある会

計における長期未払金は、この債務負

担行為のうち、ＰＦＩのように現に資

産の引き渡しを受けており、かつ、実

質的に支払義務があるもの、また、地

方自治体が契約した債務保証や損失補

償のうち、既に債務が発生していると

認められるものについて、その翌々年

度以降の支出額を計上します。 

(4)引当金 将来における特定の支出に備えて現

金及びその他の資産として内部留保さ

れたものをいいます。 

公営企業では、引当金として退職給

与引当金と修繕引当金が認められてい

ます。 

また、総務省方式改定モデルでは、

地方自治体が契約した債務保証や損失

補償のうち、未だ履行が確定していな

いものの「地方公共団体財政健全化法」

で将来負担額として算定したものにつ

いても、損失補償等引当金として計上

することとされています。 
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うち退職手当等引当金 当該年度末に職員全員が普通退職し

たと想定した場合に必要な退職手当の

支給額を計算して計上します。 

原則、一人ごとの積み上げ方式によ

り算定します。 

また、加入している退職手当組合が

保有する年度末の資産について、加入

団体ごとの持分相当額を算定したとこ

ろ、これまでの退職手当の支給額が多

いため積立に不足が生じている場合

は、その不足額を退職手当等引当金に

追加することとされています。 

なお、翌年度に退職が見込まれる職

員に係る額については、ここから控除

して、流動負債に区分して計上します。 

(5)その他 固定負債のうち、上記(1)～(4)に該

当しないものを区分して計上します。 

例えば、他会計からの借入金や将来

返還する予定の繰入金、また、市営住

宅や神戸寮の敷金や指定金融機関担保

金など 

の重要な歳計外現金、及び公営企業に

おける年賦払い契約で購入した資産に

対する支払額がある場合は、ここに計

上します。 

これらも、１年以内に支出する予定

があるものについては、ここから控除

して、流動負債に区分して計上します。 

２．流動負債 現在市が負っている債務のうち、１

年以内に支払期日が到来するもので

す。 

地方債の翌年度償還予定額、短期借

入金、翌年度繰上充用金、未払金、翌

年度支払予定退職手当、賞与引当金な

どがあります。 

(1)翌年度償還予定地

方債 

地方公共団体が借り入れた地方債の

償還金のうち、翌年度に償還予定の額

について計上します。 

 

(2)短期借入金（翌年度

繰上充用金を含む） 

返済期間が１年未満の借入金で、こ

のうち決算期末に借入残高があるもの

を計上します。 

繰上充用金とは、当該年度の歳出が

歳入に対して不足する場合、翌年度の

歳入を繰り上げてその不足額に充てる

ことをいい、当該年度決算からみれば、

翌年度の歳入を前借りしたものである

ことから、流動負債として計上します。 

 (3)未払金 決算期末において既に引き渡しを受

けた物件等について支払が完了してい

ない場合は、その支払期日に応じて長

期未払金または流動負債の未払金に区

分して計上します。 

長期未払金に該当する債務負担行為

の支出予定額及び出納整理期間がない

会計において決算期末に既に引き渡し

を受けた物件等について支払が完了し

ていない場合の支出予定額のうち、支

払期日が１年以内に到来するものを計

上します。 

(4)翌年度支払予定退

職手当 

当該年度末に職員の全員が普通退職

したと想定した場合に必要な退職手当

の支給額のうち、翌年度に退職が見込

まれる職員に係る額を計上します。 
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(5)賞与引当金 翌年度の６月に職員に対して支払う

期末手当及び勤勉手当並びに議員に対

して支払う期末手当のうち、当年度の

負担分を引当金として計上します。 

翌年度の６月に職員に対して支払う

期末手当及び勤勉手当並びに議員に対

して支払う期末手当については、その

支給対象として当年度の１２月から３

月の期間が含まれていることから、発

生主義の観点から当年度負担相当額を

引当金として計上します。 

(6)その他 流動負債のうち、上記(1)～(5)に該

当しないものを区分して計上します。 

例えば、他会計からの借入金や将来

返還する予定の繰入金、また、市営住

宅や神戸寮の敷金や指定金融機関担保

金など重要な歳計外現金、及び公営企

業における年賦払い契約で購入した資

産に対する支払額がある場合、これら

のうち、１年以内に支出する予定の額

を計上します。 

純資産の部 市が資産を所有するために現在まで

の世代が負担してきた金額とその内訳

です。市の資産の額とこれから返済が

必要な負債との差額となります。 

純資産の減少は、現役世代が将来世

代にとっても利用可能であった資産を

費消して便益を享受する一方で、将来

世代にその分の負担が先送りされたこ

とを意味します。 

逆に、純資産の増加は、現役世代が

自らの負担によって将来世代も利用可

能な資源を蓄積したことであり、その

分、将来世代の負担が軽減されたこと

を意味します。 

１．公共資産等整備国

県補助金等 

これまでに公共資産及び投資・出資

金・貸付金などの資産形成に充てられ

た国庫支出金及び県支出金の累計額を

いいます。 

減価償却を行う資産に充てられたも

のについては、同様に償却を行います。 

２．公共資産等整備一

般財源等 

これまでに公共資産及び投資・出資

金・貸付金などの資産形成に充てられ

た一般財源等の累計額をいいます。 

資産形成のための財源となった地方

債や未払金の残高は含みませんが、そ

の償還された額については、その都度、

ここに含めていきます。また、公共資

産等整備国県補助金等と同様に、減価

償却を行う資産に充てられたものにつ

いては、償却を行います。 

３．他団体及び民間出

資分 

資本金及び資本準備金のうち、連結

対象団体以外の他団体及び民間から受

け入れた出資金又は出捐金を計上しま

す。 

 

４．その他一般財源等 純資産の額のうち、公共資産等整備

国県補助金等、公共資産等整備一般財

源等、他団体及び民間出資分、資産評

価差額以外の財源をいいます。 
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５．資産評価差額 有価証券等の評価差額、並びに新た

に売却可能資産を計上した場合もしく

は資産の評価替えを行った場合の売却

可能価額と帳簿価額の差額、及び寄付

等により無償で資産を受贈した場合の

当該資産に係る評価額を計上します。 

 

欄外注記 貸借対照表には表れないが、市の財

政状況を適正に開示するために重要と

思われる情報については、欄外に注記

することとされています。 

 

１．債務負担行為に関

する情報 

債務負担行為のうち、負債の部に計

上されていないものについての情報を

開示するため、その額を欄外に注記す

ることとされています。 

債務負担行為は、事業の規模や性質

などの理由により２か年以上にわたっ

て事業を実施するのが適当な場合、予

算に定めることにより、翌年度以降の

自治体の支出を約束することです。 

このうち一定の要件に該当する場

合、負債の部に計上されますが、それ

以外のものについても翌年度以降の市

の財政運営を拘束するものであるた

め、市の将来の財政負担を適正に開示

する観点から、欄外に注記することと

されています。 

２．地方債残高のうち

交付税算入見込額 

地方債残高のうち交付税算入見込額

の情報を開示するため、その額を欄外

に注記することとされています。 

地方債の中には、償還時にその元利

償還金の一部が地方交付税の算定の基

礎に含まれるものがあります。この算

入額については、返済する原資が保証

され実質的に市の負担が生じないのと

同じであるため、市の将来の財政負担

を適正に開示する観点から、欄外に注

記することとされています。 

３．有形固定資産のう

ち土地 

有形固定資産のうち土地の情報を開

示するため、土地の総額を欄外に注記

することとされています。 

総務省方式改定モデルでは、有形固

定資産については、「教育」「福祉」と

いった目的別の勘定科目を用い、土地、

建物といった形態別の区分がされませ

ん。 

４．有形固定資産減価

償却累計額 

有形固定資産の減価償却の累計額の

情報を開示するため、欄外に注記する

こととされています。 

総務省方式改定モデルでは、有形固

定資産の減価償却累計額については、

貸借対照表の上に表示して間接的に控

除する方法ではなく、有形固定資産の

額から直接控除する方法をとっている

ため貸借対照表には表示されません。 

 

【行政コスト計算書の用語解説】 

行政コスト計算書 行政コスト計算書は、この一年間に、

職員に要する経費や公共施設の維持管
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理費、社会保障給付費など、資産の形

成につながらない行政サービスを提供

するためにどれだけのコストが費やさ

れたかを示すものです。 

１．経常行政コスト 当該年度の行政サービスを提供する

のにかかった費用のことです。 

資産形成のための支出を除いた現金

支出に、減価償却費、不納欠損額、退

職給与引当金、賞与引当金、未払金と

いった非現金支出も加えて計上しま

す。 

コストの項目の分類は、「生活インフ

ラ・国土保全」「教育」「福祉」「環境衛

生」「産業振興」「消防」「総務」といっ

た行政目的別経費の区分と「人にかか

るコスト」「物にかかるコスト」「移転

支出的なコスト」「その他のコスト」と

いった性質別経費の区分を合わせて表

示します。 

(1)人件費 当該年度に支払われた職員の給与や

議員報酬などの人件費をいいます。 

人件費の総額から、発生主義の観点

に係る所要の修正をした額を計上しま

す。例えば、前年度の費用とした期首

における賞与引当金を控除し、退職手

当組合負担金も、下記の退職手当引当

金繰入等として別途費用計上するため

ここからは控除します。 

また、普通会計の決算統計では人件

費から控除されている普通建設事業費

に係る事業費支弁人件費については、

追加して計上する必要があります。 

(2)退職手当引当金繰

入等 

退職手当引当金の当年度の増減額を

費用として計上します。 

当該年度に退職手当引当金に引き当

てた額と当該年度に支払った退職手当

の支払額の合計額を費用として計上し

ます。 

市では、退職手当組合に加入してい

るため、市の会計から直接退職手当を

支払うことはありません。そのため、

ここには、退職手当引当金及び退職手

当組合積立不足額の増減額と退職手当

組合への普通負担金を差引きした額を

計上します。 

(3)賞与引当金繰入額 翌年度の６月に職員に対して支払う

期末手当及び勤勉手当並びに議員に対

して支払う期末手当のうち、当年度の

負担分を費用として計上します。 

翌年度の６月に職員に対して支払う

期末手当及び勤勉手当並びに議員に対

して支払う期末手当については、その

支給対象として当年度の１２月から３

月の期間が含まれていることから、実

際の支出はしていませんが、発生主義

の観点から当年度負担相当額を費用と
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して計上します。 

(4)物件費 事務事業を行うための事務費や物品

費、維持補修費を除く施設の管理運営

に必要な経費、業務の委託料、交際費

など消費的な経費をいいます。 

普通会計の決算統計では物件費から

控除されている普通建設事業費に係る

事務費については、追加して計上する

必要があります。 

(5)維持補修費 施設及び設備、備品等の効用を維持

するために要した経費をいいます。 

改築や増築など施設の形状ないし構

造そのものを改良し、その効用を増加

させる経費については、普通建設事業

費としてここには含めません。 

(6)減価償却費 所有している資産の当年度の減価償

却額を費用として計上します。 

学校や公民館、道路などの公共資産

は、長期にわたって将来の世代にも利

用されるので、資産を取得した時の世

代が全ての費用を負担するのではな

く、将来の世代にも平等に費用負担し

ていただくのが妥当と考えられます。

また、これらの資産は、使用とともに

その価値が磨耗していくので、その

時々の資産価値の減少を正確に表す必

要があります。そのための手続きを減

価償却といい、その１年分の費用ある

いは価値の減少額が減価償却費です。 

(7)社会保障給付 生活困窮者や社会福祉の対象者の生

活を保障するための公的扶助のことで

す。 

例えば、生活保護や健康保険、医療

給付、援護費などが主なものです。 

(8)補助金等 他の地方公共団体や民間、個人に対

して、各種の行政目的をもって交付さ

れる現金給付のことです。 

例えば、負担金、分担金、補助金、

委託料、報償金、謝礼、公課費などが

主なものです。 

ただし、他会計等への支出額に計上

したものは除きます。 

(9)他会計等への支出

額 

市の公営事業会計や連結対象団体に

支出した経費をいいます。 

例えば、繰出金が主なもので、補助

金や負担金、委託料なども該当します。 

ただし、上下水道料金など他会計の

主たる事業収益となったものは除いて

います。 

(10)他団体への公共資

産整備補助金等 

他の団体や民間の資産形成のために

支出した補助金・負担金のことです。 

資産形成のための支出として普通会

計の決算統計では普通建設事業費の区

分がありますが、ここには、他の団体

や民間の資産形成のために支出した補

助金・負担金も含まれています。これ

らの補助金等は、市の資産とはならな

いものなので、ここに費用として計上

します。 

(11)支払利息 地方債及び一時借入金の利子のこと

です。 

地方債の元金償還金は、負債の増減項

目であるため、費用とはしません。 

(12)回収不能見込計上

額 

今年度に不納欠損として処分した額

と今年度新たに回収不能と判断した未

 

-62-



 

 

収金の額との合計額を費用として計上

します。 

(13)その他行政コスト 経常行政コストのうち、上記(1)～

(12)に該当しないものを区分して計上

します。 

失業対策費及び今年度に新たに発生

した未払金の額を費用として計上しま

す。 

２．経常収益 行政サービスを受けられた皆さん

が、そのサービスの対価として直接負

担した使用料・負担金などの収入をい

います。 

普通会計では、市税や地方交付税な

どの一般財源や国・県からの補助金、

資産形成のための財源は含みません。 

公営事業会計では、その会計目的の

事業からの歳入によりその歳出を賄う

ことが前提にあるため、国・県からの

補助金を除き全ての収入をここに計上

します。連結団体についても公営事業

会計と同様です。 

なお、発生主義の観点から、実際の

収入額ではなく未収金や長期延滞債権

の増減額も考慮して今年度新たに発生

した額を計上します。 

(1)使用料・手数料 条例に基づいて収入している公の施

設や公共財産の使用料や行政サービス

の手数料をいいます。 

 

(2)分担金・負担金・寄

附金 

分担金・負担金は、法令や条例に基

づいて事業の受益者からその受益の程

度に応じて収入しているものです。 

また、寄附金は、寄付者からその使

用目的を指定された指定寄附金と、そ

の使途を特定しない一般寄附金とがあ

ります。 

このうち連結団体からの分担金につ

いては、連結財務書類では、内部取引

による相殺消去手続きにより数値は計

上されません。 

(3)保険料 国民健康保険税及び介護保険料、後

期高齢者医療保険料をいいます。 

 

(4)事業収益 公営事業会計及び連結団体の設置目

的である主たる事業による営業収益又

は売上高をいいます。 

 

(5)その他特定行政サ

ービス収入 

公営事業会計及び連結団体の営業外

収益をいいます。 

ただし、下記(6)他会計補助金等に区

分されるものは含みません。 

(6)他会計補助金等 公営事業会計が受け入れた他会計か

らの繰入金及び補助金をいいます。 

連結財務書類では、内部取引による

相殺消去手続きにより数値は計上され

ません。 

３．純経常行政コスト 経常行政コストから経常収益を差し

引くことで、本当の意味での行政コス

トが算定されます。 

この額は、純資産変動計算書の純経

常行政コストの額と一致します。 

 

【純資産変動計算書の用語解説】 

純資産変動計算書 純資産変動計算書は、資産と負債の

差額である純資産の一年間の変動内容

ここでは、貸借対照表の純資産の部

の項目を横列に、期中における各純資
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を表したものです。 産項目の増減内容を縦行に表します。 

当期変動高が黒字の場合は、市税、

地方交付税、国県補助金などの財源を

行政コストを賄うほかに市の資産整備

のためにも使うことができたことを示

し、赤字の場合は、当年度に整備した

資産に対する負担を、将来世代にその

分先送りされたことを示します。 

１．期首純資産残高 期首の純資産の残高です。 前年度の貸借対照表の純資産合計の

額と一致します。 

２．純経常行政コスト 当該年度の純経常行政コストを純資

産の減少項目として計上します。 

当年度の行政コスト計算書で算定さ

れた純経常行政コストと一致します。 

３．一般財源 一般財源とは、財源の使途が特定さ

れず、どのような経費にも使用するこ

とができる財源のことです。 

主なものとしては、市税、地方譲与

税及び地方交付税、財産収入などがあ

ります。 

市の全ての収入から、国・県補助金、

市債、繰越金のほか、行政コスト計算

書に計上した収入、公共資産の売却に

伴う収入、投資及び出資金の回収又は

売却に伴う収入、貸付金の回収に伴う

収入、基金の取崩しによる収入、資産

の減少もしくは負債の増加を伴う収

入、臨時損益に計上した収入を除いた

額を計上します。 

なお、実際に収入した額ではなく、

発生主義にもとづき今年度新たに発生

した収入の調定額を計上します。 

(1)地方税 市民税や固定資産税、軽自動車税な

ど、市が直接収入している税のことで

す。 

 

(2)地方交付税 国が地方の財源を保障する制度の主

体となるもので、国税の一部を原資に

交付されます。 

地方公共団体が、ひとしく合理的か

つ妥当な水準で自主的にその事務を遂

行し財産を管理することができるよう

に、そのために必要な経費と標準的な

状態において徴収が見込まれる収入と

を勘案して交付されます。 

(3)その他の行政コス

ト充当財源 

一般財源としたもののうち、地方税

及び地方交付税以外の財源になりま

す。 

 

４．補助金等受入 国庫支出金及び県支出金の合計額を

計上します。 

 

５．臨時損益 経常的でない特別な事由にもとづく

損益が発生した場合、当該内容を示す

名称を付した科目をもって計上しま

す。 

 

(1)災害復旧事業費 災害復旧に要した経費を計上しま

す。 

 

(2)公共資産除売却損

益 

公共資産を除売却した時、その資産

の帳簿価額と除売却額との差額を計上

します。 
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(3)投資損失 第三セクター等に対する出資金の実

質価額が著しく低下して強制評価減を

行った場合、その当年度に見積もった

損失額をここに計上します。 

 

(4)収益事業純損失 収益事業を行っている団体で、その

事業で損失が発生した場合は、ここに

その損失額を計上します。 

収益事業とは、競輪、競馬、オート

レース、競艇の「公営競技」と宝くじ

の５事業をいいます。 

(5)債務保証損失又は

損失補償 

第三セクター等に対する債務保証又

は損失補償の履行が決定した場合に、

その額をここに計上します。 

 

(6)勧奨退職に係る退

職手当組合特別負担金 

勧奨退職を行ったときに追加で退職

手当組合に支払った特別負担金をここ

に計上します。 

勧奨退職を行った場合、普通退職で

支払われる退職手当との差額を退職手

当組合に対して特別負担金として支払

うことになりますが、これについては、

毎年度の退職手当引当金繰入として費

用計上しているものとは別の臨時的な

支出になるため、ここに計上します。 

(7)財団法人解散に伴

う残余財産の清算差額 

出資又は出捐している第三セクター

等の解散に伴い、出資額と残余財産に

差額が生じた場合は、その損益をここ

に計上します。 

 

６．科目振替 公共資産の整備や減価償却、除却、

地方債の償還といった取引を行った場

合、横列で示した純資産の部の項目間

で、相互に財源を振り替える必要があ

ります。 

科目振替をしても、純資産項目間の

みの変動であるため、純資産合計額に

は変動は生じません。 

(1)公共資産整備への

財源投入 

公共資産整備のために一般財源を投

入することです。 

その他一般財源が減り、公共資産等

整備一般財源が増えます。 

(2)公共資産処分によ

る財源増 

公共資産を処分して財産売払収入を

得ることです。 

公共資産等整備一般財源が減り、その

他一般財源が増えます。 

(3)貸付金・出資金等へ

の財源投入 

貸付金や出資といった投資のために

一般財源を投入することです。 

その他一般財源が減り、公共資産等

整備一般財源が増えます。 

(4)貸付金・出資金等の

回収等による財源増 

貸付金や出資金を回収して収入を得

ることです。 

公共資産等整備一般財源が減り、そ

の他一般財源が増えます。 

(5)減価償却による財

源増 

公共資産整備に投入していた国県補

助金や一般財源も公共資産の減価償却

に伴い同様に償却しますが、償却され

た額をその他一般財源に振り替えま

す。 

公共資産整備国県補助金、公共資産

等整備一般財源及び資産評価差額が減

り、その他一般財源が増えます。 

(6)地方債償還に伴う

財源振替 

公共資産を整備する際に借り入れた

地方債は、その他一般財源を使って償

還しますが、その償還された額を公共

資産等整備一般財源に振り替えます。 

その他一般財源が減り、公共資産等

整備一般財源が増えます。 
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７．出資の受入・新規

設立 

連結対象となる会社を新規に設立し

たり、増資を受け入れた場合、その額

を他団体及び民間出資分と自団体出資

分に分けて計上します。 

連結財務書類では、自団体出資分に

ついては、連結したときに相殺消去さ

れてなくなります。 

８．資産評価替による

変動額 

売却可能資産及び時価のある有価証

券については、毎年度末に評価替えを

しますが、このとき前年度に計上した

額と評価額に差額が生じた場合は、そ

の差額を資産評価差額に計上します。 

 

９．無償受贈資産受入 資産価値のある資産を無償で譲渡さ

れた場合は、資金の移動はありません

が、その時価評価額を資産評価差額に

計上します。 

 

10．その他 純経常行政コストから無償受贈資産

受入までの項目で把握できない純資産

の変動があった場合、ここに計上しま

す。 

 

11．期末純資産残高 期末の純資産の残高です。 当該年度の貸借対照表の純資産合計

の額と一致します。 

 

 

【資金収支計算書の用語解説】 

資金収支計算書 資金収支計算書は、この一年間の資

金の収支状況を、その性質別に経常的

活動、公共資産整備（公共投資）、その

他の投資・財務的活動（借入金の返済

や基金の積立など）に区分して示した

ものです。 

現金の流れを追っていくものなの

で、発生主義を取りいれた他の３表と

は違い、収入又は支出した実際の額を

計上する現金主義により作成します。 

資金 ここでいう資金は、普通会計では、

歳計現金（歳入歳出差引額＝形式収支）

のことをいい、その他の会計・団体で

は、ここに財政調整積立金を含めます。 

貸借対照表の資金と同一のもので

す。 

出納整理期間 期末資金残高は、原則、連結決算日

（３月３１日）に残っている資金残高

を表しますが、出納整理期間のある会

計では、期間中の受払いを考慮した後

の資金残高となります。 

連結財務書類では、出納整理期間の

ない会計についても、期間中に受払い

のあった額（未収金・未払金の調整）

を資金収支に計上します。 

繰上充用金が発生した

場合 

当該年度の歳出が歳入に対して不足

する場合は、資金残高をゼロとして、

その不足額を経常的収支のその他収入

に計上します。 

繰上充用金とは、当該年度の歳出が

歳入に対して不足する場合、翌年度の

歳入を繰り上げてその不足額に充て

ることをいいます。当該年度決算から

みれば、翌年度の歳入を前借りしたも

のといえるため、貸借対照表では、そ

の不足額を流動負債の短期借入金と
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して計上しており、資金収支計算書も

同様に計上します。 

１．経常的収支の部 経常的な行政サービスのために短期

的に費消される支出とそれに対応する

財源を計上する区分です。 

公共資産整備収支及び投資・財務的

収支に含まれない収支を計上します。

特に、公共資産整備や投資等に充当し

ていることが明確に判断できない収

入は、ここに計上します。 

２．公共資産整備収支の

部 

長期的に行政サービスを提供できる

公共資産を形成するための支出とそれ

に対応する財源を計上する区分です。 

市が自ら行う公共資産整備だけで

なく、他の団体や民間の資産形成のた

めに支出した補助金・負担金も含まれ

ます。 

３．投資・財務的収支の

部 

投資等の長期的な資産の形成のため

の支出や地方債の元金償還等の財務的

な支出とそれに対応する財源を計上す

る区分です。 

 例えば、投資及び出資金、貸付金、

基金及びこれらの財源、貸付金元金の

回収による収入、地方債の元金償還

金、他会計に対する公債費の財源のた

めの繰出金、公共資産売却に伴う収入

があります。 

４．当年度資金増減額 １年間における資金収支の結果を表

します。 

資金収支計算書では、収入に前年度

からの繰越金を含めないので、決算書

の歳入歳出差引額とは一致しません。 

５．期首資金残高 期首の資金の残高です。 前年度の貸借対照表の資金の額と

一致します。 

６．経費負担割合変更に

伴う差額 

一部事務組合・広域連合を連結する

際、当年度の比例連結割合が前年度の

割合から変更された場合、当年度の期

首資金残高と前年度の期末残高が一致

しなくなるため、その差額を調整しま

す。 

そのため、割合が変更されても前年度

の期末資金残高と当年度の期首資金

残高とを一致させ、ここにその差額を

計上して調整します。 

７．期末資金残高 期末の資金の残高です。 当該年度の貸借対照表の資金の額

と一致します。 

８．一時借入金の情報 一時借入金の情報を開示するため、

欄外に注記することとされています。 

一時借入金は、会計年度中に一時的

に現金が不足した場合に、支払資金の

不足を補うために借り入れる資金を

いい、その利息を除き最終的な決算に

は表れません。 

しかし、昨今の自治体財政の悪化に

伴い、資金繰りのために一時借入金を

利用する団体が増加していることか

ら、団体の財政状況を把握するために

重要な情報といえます。 
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９．基礎的財政収支の情

報 

基礎的財政収支の情報を開示するた

め、欄外に注記することとされていま

す。 

基礎的財政収支は、一般的にプライ

マリーバランスと呼ばれているもの

です。もし仮に借入金や基金がなかっ

た場合、どのような収支状況であった

かを表します。 

近年、国をはじめ多くの地方公共団

体でもプライマリーバランスを公表

するようになっていることから、団体

の財政状況を把握するために重要な

情報といえます。 

10．歳計外現金の情報 歳計外現金の情報を開示するため、

欄外に注記することとされています。 

歳計外現金は、市の所有に属さない、

単に保管している現金をいい、このう

ち重要性の高いものについては貸借対

照表に計上することとされています。 

しかし、資金収支計算書には、この

歳計外現金は表れません。そのため、

貸借対照表の資産及び負債として計上

した重要な歳計外現金については、別

途その収入額と支出額を開示する必要

があります。 
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